
                      

 

 

 

 

 

 
 

       

        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

南箕輪村障がい者福祉計画の策定にあたって 

 

 

障がいの有無に関わらず、すべての命は同じように大切

であり、かけがえのないものです。また、すべての命の重

さは、障がいの有無で少しも変わるものではありません。 

平成 25 年４月から施行された障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援する法律では、障がい者が基本的人

権を持つ個人として尊重され、どこで誰と暮らすのかを自

分で選択できることなどが盛り込まれました。 

また、平成 28 年４月には障害者差別解消法が施行され、差別の禁止や合理的

配慮が求められたほか、「ソーシャルインクルージョン」の考え方の下、全ての

人を孤独や孤立から守り、地域社会で受け入れ共に支え合い生きていく社会の

推進が求められています。 

障がい者福祉に関する法律や制度、障がい者を取り巻く社会環境は大きく変

化していますが、ライフステージごとに切れ目のない支援を受けながら、障が

いの有無に関わらず、自らの意思決定によって住み慣れた地域で生活すること

ができる「共生社会の実現」が、すべての施策の根底にあるものだと思います。   

このほど村では、共生社会の実現を目指して理解を深め合う心のバリアフリ

ーの推進などを柱とした「第６期南箕輪村障がい者計画」と、障がい福祉サー

ビスの成果目標等を定めた「第６期南箕輪村障がい福祉計画・第２期障がい児

福祉計画」を、「南箕輪村障がい者福祉計画」として一体的に定めました。この

計画をもとに、障がい者施策の推進に取り組んで参りますので、関係団体や関

係事業所、村民の皆様の一層のご理解とご協力をお願いします。 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見やご提案をいただきました「南

箕輪村福祉計画策定懇話会」の委員の皆様をはじめ、アンケート調査やパブリ

ックコメント等にご協力いただきました多くの村民の皆様に、心からお礼申し

上げます。 

 

 

令和３年３月 

南箕輪村長 唐木 一直  
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Ⅰ 計画の概要 

 

１ 計画策定の背景と趣旨   

平成 1８年４月に、障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号。以下

「自立支援法」という。）が施行され、市町村は、障害福祉計画を策定し、必

要な障がい福祉サービスや相談支援等を計画的に提供することが定められま

した。本村では、平成 23 年度に「第１期障がい者福祉計画」を策定しまし

たが、障がい者福祉に関する法制度等は大きく変化しています。 

自立支援法が改正され平成 25 年４月から施行された「障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「総合支援法」という。）

では、障がい者の範囲に難病患者等が加えられたほか、基本的人権を持つ個

人として尊重され、どこで誰と暮らすのかを自分で選択できることなどが盛

り込まれました。また、平成 28 年 5 月には、「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」

（平成 28 年法律第 65 号）が成立し、障がい児支援のニーズの多様化への

対応等が盛り込まれ、平成 30 年度から障害児福祉計画の策定が義務づけら

れました。 

国では、障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号。以下「基本法」という。）

に基づき、平成 30 年度から令和４年度までの 5 年間を計画期間とする「障

害者基本計画（第 4 次）」を策定し、障がい者福祉事業を進めているほか、

長野県では平成 30 年度から令和 5 年度を計画期間とする「長野県障がい者

プラン 2018」を策定し、障がい者施策の一層の推進を図っています。 

 

 

２ 計画の目的 

この計画は、基本法、総合支援法及び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164

号）に示された国の基本指針に基づき必要事項を定め、村総合計画に掲げた

主要施策（①障がい福祉サービスの充実、②生活環境の向上、③社会参加と

自立支援）の一層の充実を図り、それを実現することを目的とします。 

また、障がい者が自らの能力を最大限発揮し自己実現できるよう支援する

とともに、障がい者の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的な

障壁を除去するため、村が取り組むべき基本的施策の方向を定めるものです。 

 



P.91 に注釈一覧があります 

 
２

３ 計画の性格・位置づけ 

南箕輪村は、制度変更や現状の評価を踏まえ、令和５年度の福祉サービス

等の目標を設定した「南箕輪村障がい者福祉計画」を策定します。この計画

は、今後必要となる福祉サービスの確保のための方策を定め、村の障がい者

施策を総合的かつ計画的に推進するため、南箕輪村第５次総合計画基本計画

（以下「村総合計画」という。）、南箕輪村地域福祉計画に即して策定する

ものです。 

「南箕輪村障がい者福祉計画」は、基本法第 11 条第 3 項に定める「市町

村における障害者のための施策に関する基本的な計画（市町村障害者計画）」、

総合支援法第 88 条第 1 項に定める「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法

第 33 条の 20 に定める「市町村障害児福祉計画」を一体的に「南箕輪村障

がい者福祉計画」として策定します。 

また、国の「障害者基本計画（第４次）」、「長野県障がい者プラン 2018」

の内容を踏まえ策定します。 

 

 

４ 計画の期間 

（１）計画の期間 

南箕輪村障がい者計画、南箕輪村障がい福祉計画は、令和３年度から令和

５年度までを第６期とし、南箕輪村障がい児福祉計画は、令和３年度から令

和５年度までを第２期とします。あわせて令和５年度の数値目標を設定しま

す。 

（２）計画の進行管理 

    本計画における成果目標・活動指標等の数値目標は、１年に１回その実

績を把握し、必要に応じて障がい者福祉計画の中間評価として分析・評価

を行い、計画の変更や事業の見直し等を行います。 



３ 

５ 「障がい者」「障がい児」の定義 

この計画の障がい者とは、基本法第 2 条第 1 項に規定する、「身体障害、知

的障害、精神障害、発達障害及びその他の心身の機能の障害がある者であって、

障害及び社会的な妨げにより継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受

ける状態にあるもの」とします。また、障がい者のうち、満 18 歳に満たない

児童を障がい児とします。 

※「障がい」の表記について 

南箕輪村では、原則として「障害」の表記については、「障がい」を使用することと

しています。 

 これは、一般的に漢字の「害」の字は「そこなう」「わざわい」などの否定的な意味

があるため、人の状態を表すときに「害」を用いることは、人権尊重の観点から好まし

くないものと考えられるためです。ただし、人の状態を表現していない場合、または固

有名詞、法令名などを表記する場合は、そのまま「障害」を使用します。 



P.91 に注釈一覧があります 

 
４

Ⅱ 現状 

 

障がい者の現状 

    平成 27 年度から令和２年度までの、村内の身体障がい者（身体障害者手

帳所持者）、知的障がい者（療育手帳所持者）、精神障がい者（精神障害者保

健福祉手帳所持者）及び自立支援医療精神通院医療（※1）の利用者の推移

は下表のとおりです。 

【障がい者数の推移】 

（H27 年度～R1 年度は各年度 3 月 31 日現在、R2 年度は 10 月 1 日現在）（単位：人） 

 

 

身体障がい者については、平成 27 年度から平成 30 年度までは増加して

いましたが、令和元年度には一気に減少しました。これは村内でも高齢化が

進み、手帳を所持している高齢者が亡くなったことが原因と考えられます。 

知的障がい者は平成 27 年度から増加を続けています。たけのこ園や子育

て教育支援相談室、計画相談支援事業所等の相談窓口の充実に伴い、該当者

が手帳取得に関する情報を得られやすくなったため、今後も増加することが

予想されます。 

精神障がい者及び精神通院医療者数は近年増加し続けており、その背景に

は福祉・保健・医療の相談窓口等が充実してきたことにより、早期段階から

医療のサポートを受けられるような環境が整ってきたことが考えられます。 



５ 

【等級別身体障害者手帳所持者の推移】（単位：人） 

 

 身体障害者手帳の所持者数を等級別にみると、「3 級」以外の等級所持者は平

成 29 年度から平成 30 年度にかけて増加したものの、平成 30 年度から令和

元年度にかけて減少しました。 

 

【等級別療育手帳所持者の推移】（単位：人） 

 

 

 療育手帳の所持者数を等級別にみると、「A1」「A2」は横這いで「B1」「B2」

所持者が増加傾向にあります。 
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【等級別精神障害者保健福祉手帳所持者の推移】（単位：人） 

 

 精神障害者保健福祉手帳の所持者数を等級別にみると、「1 級」「2 級」所持

者は増加傾向にあります。今後も増加する見込みです。



７ 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 期障がい者計画 
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Ⅰ 障がい者計画について 

障がい者計画の基本的視点 

「障害者基本計画（第 4 次）」及び「長野県障がい者プラン 2018」を踏まえ、

以下の視点を柱とします。 

 

（１） 共生社会の実現を目指して、理解を深め支え合う 

「心のバリアフリー」を推進 

  障がいの有無にかかわらず全ての人々が、相互に理解を深め、支え合う「心

のバリアフリー」を推進します。また、障がいを理由とした不当な差別的扱

いや、虐待を受けることがないよう、障がい者の権利を擁護する取組みを推

進します。 

 

（２） 誰もが、地域で安心して暮らせる自立生活への支援 

障がいの種別や軽重にかかわらず、地域のなかで自分らしく安心して生活

していけるように、必要なサービス基盤の整備を図り、安全で暮らしやすい

むらづくりを推進します。 

また、障がいの内容やライフステージに応じた切れ目のない総合的な支援

ができる環境を整備するために、保健・医療・福祉・教育・労働などの関係

機関の連携を推進します。 

 

（３） 生きがいのある、充実した生活を送ることができる社会づくりの推進 

障がいのある方も就労やスポーツ、文化活動など、社会のあらゆる活動に

主体的に参加し、その人らしく、生きがいのある、充実した人生を送ること

ができる社会づくりに取組みます。



９ 

Ⅱ 施策の展開 

１ 安全・安心な生活環境の整備 

〔現状と課題〕 

障がい者が地域の中で安全、安心に暮らしていくことができるようにする

ために、建築物、道路、交通等さまざまな障壁を取り除き、誰にとっても安

心して生活できる環境を整備することが大切です。「障害者差別解消法」の施

行（平成 28 年 4 月１日）を受け、障がい者に配慮した住環境や移動しやす

い環境の整備が求められています。 

長い期間、施設や病院で生活を送っている障がい者が、地域で生活できる

ような支援を進め、地域生活支援拠点の整備や公的施設のバリアフリー化な

どは概ね完了しました。しかし、生活の場所のひとつであるグループホーム

や公営住宅の数は限られています。村内のグループホーム新設に向け、村で

は平成 30 年度に「南箕輪村グループホーム等施設整備事業補助金」を新設

しましたが、補助金を活用したグループホームの新設は今のところありませ

ん。また、村内には聴覚障がい者専用のグループホームが一棟と、身体・知

的・精神障がいを対象としたグループホームが一棟ありますが、ニーズを充

足しているとは言えません。障がいの有無にかかわらず地域で共に生活する

ためにグループホームの新設誘致や、民間の団体や個人によるインフォーマ

ルサービス（※2）の確保など、行政だけでなく地域住民を巻き込んだ施策

が必要と言えます。上位計画の地域福祉計画にもとづき、地域共生社会の実

現に向けた具体的な取組みを進めていく必要があります。 

生活の質の向上のためには積極的に社会活動に参加することも大切です。

しかし、自動車の運転のできない障がい者が外出するための方法は、タクシ 

ーや村内循環バス等に限られてしまいます。タクシー利用料金助成制度や移

送サービス等の移動に関する支援は行っていますが、自由度が低かったり、

利用できない人がいたりするなどの課題があります。また、福祉サービスだ

けでなく、地域の社会資源を含めた支援も必要となります。 

また、障がい者が地域で生活するためには地域の理解・協力が不可欠です。

村でも、障がい者のためのマーク等の販売、積極的活用を推進していますが、

必要性やその存在があまり認識されていないのが現状です。 
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〔施策の方向〕 

○ 自らに障がいがあることを周囲に伝えるための「ヘルプマーク」（※3）

など、各種障がい者に関するマークの広報及び積極的活用を通じて、障が

い者に対する理解と意識の高揚を図ります。 

○ 村民誰もが、多様な障がいの特性を理解し、障がいのある方に対して   

ちょっとした手助けや配慮を実践する信州あいサポート運動（※4）の普

及・啓発に努めます。 

○ 障がい者が地域で安全・安心に生活できるよう、公共・公益施設のバリ

アフリー化、ユニバーサルデザイン（※5）化を促進するため、関係機関

との連携により、整備に努めます。 

〇 日常生活を送りやすくするため、日常生活用具の給付や住宅改修に対す

る補助を行います。また、日常生活用具給付制度を広く周知し、必要な給

付を受けられるよう努めます。 

〇 グループホームの新設誘致を促進するため、「南箕輪村グループホーム等

施設整備事業補助金」の内容について検討します。 

〇 障がい者が安心して生活し、サービスを利用できるよう、非常災害時に

おける消防団や近隣住民との連携体制の構築について考えます。 

○ 既存の移動に関する支援では対応できないものもあるため、制度の見直

しや地域資源の活用を検討し、障がい者の社会参加の促進を図ります。 

○ 警察及び交通安全協会と連携、協力し交通安全の確保に努めます。 

○ 関係機関との連携により、歩道設置も含めた道路改良、段差の解消、視

覚障がい者誘導ブロック等、交通安全施設の整備に努めます。 

○ 障がい者が地域で安心して暮らせる住宅に改良できるよう、改良費の補

助を実施します。 

○ 公的施設には積極的に障がい者を支援するマーク等を活用します。 

○ 信州パーキング・パーミット制度（※6）について、広く周知するとと

もに、商業施設や企業等に区画の整備を働きかけていきます。 

○ 各種団体に協力いただき、見守り活動を強化します。 
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２ 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

〔現状と課題〕 

障がい者に対する情報提供は、文字放送や手話通訳などの浸透により確立

しつつありますが、今後も状況に応じた情報の発信ができるようにしていく

必要があります。また、日常生活における意思疎通支援事業を確保するため

の、情報提供体制の充実を図る必要があります。 

 

〔施策の方向〕 

 ○ 障がいの種別にかかわらず、情報収集できる体制を強化します。 

○ 障がい者に関する情報を、「広報みなみみのわ」を中心として、村ウェブ

サイト、新聞、ケーブルテレビ、有線放送などを活用して広く周知できる

よう努めます。 

○ 視覚障がい者、聴覚障がい者のみならず、知的障がい者や精神障がい者

等にもわかりやすい情報提供を行うなど、多様な特性に配慮したわかりや

すい情報の提供に努めます。 

○ 意思疎通支援事業を通じて、障がい者の情報収集、意思表示及びコミュ

ニケーションを支援します。 

○ 意思疎通の難しい人が、自分の意思や要求を的確に伝え、正しく理解し

てもらえるように、手話通訳者、要約筆記者と連携を図り意思疎通支援事

業の充実を図ります。 

○ 軽度中度難聴児の補聴器購入に対してその費用を助成することにより、

補聴器の早期装着を促し学習環境の質の向上を図ります。 

○ 村ウェブサイトについて、アクセシビリティ（※7）の向上も含め、障が

い者を含むすべての人の利用しやすさに配慮した改訂を進めていきます。 

 〇 広報紙など視覚情報で利用するフォントは、すべての人に視認性の良い

ユニバーサルデザインフォント（※8）に切り替えていきます。 

 〇 災害発生時、または災害が発生する恐れがある場合に、障がい者に適切

に情報を伝達できるよう、防災行政無線で放送した内容をメールで配信し

たり、視覚障がい者への情報伝達方法の検討など、特性に配慮した情報発

信・伝達を行うことを検討します。
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３ 防災、防犯等の推進 

〔現状と課題〕 

火災や地震、風水雪害などの災害が発生した場合には、障がい者が安全で

速やかに避難できることが重要です。東日本大震災以降は、特に災害等の緊

急時に、障がいの特性に配慮した迅速な情報提供手段と、避難体制の確立が

求められています。災害時における要援護者の把握と迅速な避難支援のため、

避難行動要支援者（※9）名簿の整備や避難支援関係者への名簿の提供等が

求められています。 

また、避難先で少しでも安心できる環境を整えるには、障がいの特性に応

じた支援・合理的配慮（※10）が必要不可欠です。本村では、具体的な支援

方法や支援体制の確保に関する方針を、早急に確立することが課題となって

います。 

消費者被害や交通事故等の犯罪や事故に遭いやすい障がい者の安全・安心

を守るため、適切な方法による情報提供・啓発を行うとともに、障がい者の

保護対策を推進する必要があります。 

 

〔施策の方向〕 

○ 発災時に迅速かつ円滑に避難支援等を実施するために、平常時から村社 

会福祉協議会や自主防災組織と連携し、災害時住民支え合いマップの作成、

更新を支援します。 

〇 災害発生時、または災害が発生する恐れがある場合に、障がい者に適切

に情報を伝達できるよう、防災行政無線で放送した内容をメールで配信す

るなど、特性に配慮した情報発信・伝達を行うことを検討します。 

○ 民生委員や村社会福祉協議会、区や自主防災組織と協力し、避難行動要

支援者と支援者・関係者が、避難に関する具体的な支援方法（発災時に避

難支援を行う者、避難支援を行うに当たっての留意点、避難支援の方法や

避難場所・避難経路）を明確にし、支援者・関係者と連携した個別計画の

策定を進めます。 

○ 避難行動要支援者と支援者・関係者の両者が参加する避難所での訓練等

の際、災害時要援護者名簿を使用して、情報伝達や避難支援等が実際に機

能するか点検します。そのうえで、避難体制を見直し、個別計画の策定に

つなげます。また、避難所において障がいの特性に応じた支援と合理的配

慮を得ることができるよう、避難所の改善を行っていきます。 

○ 障がい者自身が避難について考え、発災時または発災のおそれが生じた

場合、自らの身を守るための主体的な行動をとることができるようにする

ための研修等を実施していきます。 
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〇支援者・関係者が自らの生命及び安全を守りつつ、避難行動要支援者の命

を守ることに協力してもらえる人材の育成を行います。 

〇 自主防災組織や区等の防災関係者に対する、障がい者との関わり方や災

害時要援護者名簿の意義や個人情報の漏えいを防止するための研修の実

施を計画します。 

  ○ 村の地域防災計画に定められた福祉施設等において、浸水想定区域や

土砂災害警戒区域など地域の実情に応じた、施設等利用者の避難確保計

画を作成し、この計画に基づく避難訓練が実施されるよう支援します。 

  ○ 犯罪被害に巻き込まれないように、広報紙等さまざまな媒体を利用し

随時各種情報を提供します。 

  ○ 関係機関・団体と連携を密にし、防犯に関する情報を迅速かつ正確に

共有できる体制の構築を目指します。 

○ 一人暮らし世帯などの急病等、緊急時における通報システムの活用を

推進します。 

   ○ 関係機関・団体と協力しながら、障がい者を含む幼児から高齢者にい

たる全ての住民に対し、交通安全意識を高めるための交通安全教育を推

進します。 

   ○ 関係機関や地域ボランティアとの協力により、障がい者に配慮した交

通安全に関する広報啓発活動を積極的に推進します。 
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４ 差別の解消・権利擁護の推進・虐待の防止 

〔現状と課題〕 

障害者差別解消法が施行され、障がい者に対して、障害を理由として差別

する行為を禁止し、障がい者が暮らしやすくなるように社会的障壁を取り除

くための合理的配慮が求められるようになりました。上伊那圏域では、広域

的に取り組めるよう「かみいな圏域差別解消協議会」を設置し、障がいの有

無にかかわらず誰もが暮らしやすい地域共生社会の実現を目指し、合理的配

慮や障がい者の権利に関する知識の普及・啓発に努めています。しかし、未

だに障がい者にとって暮らしにくさを感じる場面が数多く見受けられ、障が

いの有無が生活に影響していることもあるのが現状です。 

家族の支援が難しくなっても、障がい者が安心して自分らしく暮らし続け

るために、成年後見制度（※11）の利用は大きな手助けとなります。しかし、

現在、成年後見制度を利用している障がい者は少なく、その人らしい人生を

送るための選択がいつも家族だけに任されてしまい、今後に不安を感じてい

る方も多くいます。そうした背景には、成年後見制度のメリットや必要性が

十分に認識されておらず、利用開始するタイミングがわからない方が多い現

状があります。保護者の高齢化が進むなか親亡き後に起こり得る問題に備え

て、成年後見制度の普及・啓発が必要です。 

障がい者虐待に関する相談は年に数件あり、本人だけでなく家族全体が生

活上の課題を抱えて困っているうちに虐待につながっているケースが増えて

います。世帯が抱える複合的な課題に対応するために、関係機関と連携し、

未然防止・早期発見・再発防止に取り組む必要があります。 

こうした障がいがあることで起こる権利侵害の防止や適切な権利の行使、

いわゆる「権利擁護」を推進するため、南箕輪村権利擁護ネットワーク連携

協議会」（※12）と権利擁護ネットワーク上伊那全体協議会（※13）を設置

しました。また、健康福祉課と上伊那成年後見センターを権利擁護推進の中

核機関と位置づけ、すべての権利擁護に関する相談窓口としました。また、

村社会福祉協議会が成年後見受任機関となり、福祉専門職による受任体制を

整えました。 

 

〔施策の方向〕 

○ 合理的配慮の事例を共有することにより、より多くの場面において合理

的配慮がなされるよう、広く住民へ普及啓発を行います。 

○ 障がい者が必要とする社会的障壁の除去について必要な環境の整備に

努めるとともに、一人ひとりのニーズに応じた合理的配慮に努めます。 

○ 県障害者虐待防止・差別解消連携会議と連携を図り、虐待防止・差別解
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消の推進に取組みます。 

○ 権利擁護支援が必要な人を早期発見できるよう、成年後見制度の利用が

有効な状態像を関係機関と共有します。また、上伊那他市町村とも協議し

ながら、権利擁護ニーズを把握するためのアセスメントツールの活用を検

討します。 

  ○ 権利擁護ニーズの精査・支援方針の策定・後見人候補者の選定・チー

ムの支援・類型変更や後見人等の変更が適切にできるよう、必要に応じ

て南箕輪村権利擁護ネットワーク連携協議会を開催し、事例を通じて連

携の円滑化を図ります。 

  ○ 成年後見制度の担い手確保のため、上伊那成年後見センターに委託し

て、市民後見人（※14）及び法人後見受任機関の育成、新たな担い手が

活動しやすい体制整備を引き続き推進します。 

  ○ 相談支援専門員との連携を強化し、中核機関が支援者をサポートでき

る体制を構築します。 

   ○ 障がい者とその家族が抱える課題の早期解決を図り、障がい者虐待を

未然に防止できるよう、南箕輪村権利擁護ネットワーク連携協議会や関

係機関との連携強化とアセスメントの充実を図ります。 

   ○ 村虐待防止センターの周知を図り、障がい者虐待について相談・通報

しやすい体制を強化します。 

  ○ 障がい福祉従事者等に対して助言や支援等を行い、虐待の未然防止に

努めます。 

  ○ 家族等の養護者に対して適切な助言や支援を行い、養護者の介護負担

や生活上の課題を解消できるような体制を整え、養護者等による虐待の

未然防止に努めます。 
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５ 自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

〔現状と課題〕 

障がいの有無にかかわらず、誰もが生まれながらに基本的人権を持った個

人としての尊厳にふさわしい生活を支援するため、今まで以上に在宅サービ

ス等の充実や相談支援体制の構築等が求められています。 

利用者の自己決定の支援、効率的なサービス利用や支援者の連携の充実等

が進む一方で、障がい者の増加や環境の複雑化等により、既存のサービスだ

けでは解決できない課題を抱える障がい者も多くいます。また、障がい者、

高齢者、子育てなど、各分野の制度の成熟化が進む一方で、制度にあてはま

らない生活課題への対応や、複合的な課題を抱える世帯への対応など、ニー

ズの多様化・複雑化に伴って支援が難しいケースも増加してきており、相談

支援体制の強化が必要です。 

医療的ケア（※15）が必要な障がい者についても、上伊那圏域地域自立支

援協議会（※16 以下「自立支援協議会」という。）の働きかけにより、圏域

内に医療的ケアが必要な方を受け入れられる短期入所事業所（主に病院）が

増えてきましたが、まだ十分とは言えず、障がい者が自ら選択し、自己決定

に基づいた生活を送るための体制整備が必要となっています。 

障がい者が長い期間、病院や施設で過ごすのではなく、できる限り地域で

生活をしていきたいという願いが高まってきています。地域移行支援・地域

定着支援の新設により、長期入院患者が地域へ移行するための環境が整い始

めましたが、まだまだ資源が充実しているとは言えません。障がい者の生活

を地域全体で支えるサービス提供体制の充実を図り、一人ひとりのニーズや

生活スタイルに合った支援を行うことで、社会参加ができるような機会の確

保が必要となっています。 

村では、福祉制度の情報を集約し「知っ得福祉サービス」（※17）という

案内冊子にまとめてあります。主に身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者

保健福祉手帳等を取得された方を対象に交付しています。 

 

〔施策の方向〕 

〇 自ら意思を決定したり意思を表明することが困難な障がい者がサービス 

を適切に利用するため、本人の自己決定を尊重し、自立した生活ができる 

よう支援します。 

○ 障がい者が、住む場所や生活様式等を自由に選択できるよう、サービス

事業所と連携・協力し、障がい者それぞれの心身の状況、サービス利用の

意向や家族の意向等を踏まえた当事者の支援の必要性に応じた適切な相談

支援に努めます。 



１７ 

○ 知的障がいまたは精神障がい（発達障がい（※18）を含む。）により、

判断能力が不十分な方への成年後見制度の適正な利用を促進するため、成

年後見制度利用支援事業の充実に努めます。 

○ 利用者の自己選択・自己決定に基づき、身近な地域で生活できるよう、

様々な障がい、年齢、状態に対応した総合的な相談支援体制の構築に努め

ます。 

〇 障がい者それぞれのライフスタイルに応じた相談ができるよう、自立支

援協議会を中心に関係機関の連携の緊密化や地域の実情に応じた支援体制

を整備するよう努めます。 

○ 難病患者等に対しては、日常生活での悩みや不安の解消を図るとともに、

地域で生活する難病患者の様々なニーズに配慮した相談支援、福祉サービ

ス等の提供体制の確保に努めます。 

○ 「ぽっかぽかの家」を総合支援法による地域生活支援事業の地域活動支

援センターとして位置づけ、障がいの有無にかかわらず、交流・創作・生

産・社会参加の場として活動できるようにします。また、「誰でも利用でき

る場」として、機能の充実について検討していきます。 

○ 障がい者がスポーツ・文化芸術・レクリエーション活動に積極的に参加

できるよう社会教育団体、公民館等と連携し生涯学習の充実を図ります。 

○ 障がい者が病院から退院、施設から退所した後の福祉サービスの確保の

ため、上伊那圏域障がい者総合支援センタ－（※19 以下「障がい者総合

支援センター」という。）と連携・協力します。また、地域移行支援・地域

定着支援の活用、資源の拡充について民間事業所等へ働きかけます。 

○ 村社会福祉協議会と連携し、障がい者が地域と関わり社会参加できる支

援体制をつくります。 

○ 地域共生社会の実現に向け、「支えあいの地域づくり」を推進していきま

す。 

○ 地域住民や関係機関との連携を緊密にすることで、支援を必要とする方

を早期に発見し、適切な制度や機関へ早期につないだり、多方面にわたる

関係機関が共同して複合化した生活課題を解決するための体制整備をして

いきます。 

○ 障がい者が社会・経済・文化その他あらゆる分野の活動に参加でき、社

会を構成する一員として地域社会で生活できるよう、各種機関との連携及

び移動支援等の必要なサービスの充実に努めます。 

○ 重度障がい者及び医療的ケアが必要な障がい者が安心して地域で生活で

きるよう、医療的ケアを含む支援の充実や地域生活支援拠点等の整備を図

ります。また、高齢化や障がいの重度化にも対応できるよう、サービスの
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提供体制の整備に努めます。 

○ 障がい者が住み慣れた地域で安心して生活するための地域生活支援拠点

の充実を図るとともに、地域における居住の場のひとつとして、グループ

ホームの整備を促進します。 

〇 毎年度、「知っ得福祉サービス」の改定を行います。また、上伊那圏域内

の障がい者福祉サービス事業所の一覧を掲載し、利用者の選択肢を広げ、

自己選択・自己決定を促進します。 



１９ 

６ 保健・医療の推進 

〔現状と課題〕 

保健医療の分野では、妊娠・出産期・育成期における早期支援、障がいに

つながる生活習慣病の予防、重症化予防等が重要となっています。また、複

雑化する現代社会においては、メンタルヘルス対策、ひきこもりの状態にあ

る方や自殺を考えたことがある方、精神障がい者への支援もますます重要と

なってきています。心の変化や不調に気づき、早期に支援できるよう、相談

しやすい体制作りに取り組む必要があります。 

村では、国民健康保険加入者のうち、自立支援医療受給者証の交付を受け

た方について、精神通院にかかる医療費の窓口負担分を補助しています。ま

た、身体障害手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方に、

福祉医療費助成制度により医療費の自己負担分の補助を行い、経済的負担を

軽減し、安心して受診できるようにしています。 

精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしく暮らせるように、入

院中の精神障がい者の早期退院や地域移行を推進する体制を整備する必要が

あります。 

 

〔施策の方向〕 

○ 障がい者が自立した生活を営むために、本人やその家族の健康相談・保

健指導など相談支援体制の充実を図ります。 

○ 妊産婦や乳児を対象とした健康診断、健康相談体制をさらに充実し、障が

いの早期発見に努めるとともに相談、子育て支援を行います。 

○ 障がいにつながる生活習慣病の予防及び重症化を予防するため、栄養・

食生活改善の推進や健康運動指導員による運動の機会の提供等に努めます。 

○ その人らしい日常生活・社会生活を営むため、自立支援医療制度・福祉

医療費制度の推進を図ります。 

〇 ひきこもりの状態にある方や、生きづらさを抱えている方を受け止める

環境を整え、相談しやすい体制を整備するよう努めます。 

〇 「いのちを支える南箕輪村自殺対策計画」（※20）に基づいて、地域全

体で自殺対策に取組みます。 

〇 こころの健康問題や人間関係などでお悩みの方や、その家族を対象に、

保健師による相談のほか、専門職による「こころの相談」（※21）など相

談の機会を設け、村民の心の健康づくり対策を推進します。 
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７ 雇用・就業、経済的自立の支援 

〔現状と課題〕 

障がい者が地域で質の高い自立した生活をするためには、就労が重要です。

一人ひとりのニーズに応じた支援を強化し、働く意欲のある障がい者が自身

の持つ能力を十分に発揮できるよう、多様な就業の機会の確保が重要です。

しかし、上伊那地域には就労継続支援 A 型事業所と就労移行支援事業所が著

しく不足しており、能力に合った環境で就労支援を受けることが困難となっ

ています。 

経済的自立を支援するためにも、就労継続支援 B 型事業所等での工賃水準

の向上、一般就労を希望する方へは一般就労への支援を、総合的に推進する

ことが求められています。 

毎年 6 月 1 日を基準としてハローワーク伊那から発表される上伊那地域の

障がい者の雇用状況は令和元年 6 月 1 日現在、実雇用率が 2.21％（前年比

+0.15）で、過去最高を更新し、法定雇用率達成企業の割合は、60.0％（前

年比+3.8）と増加しました。実雇用率、雇用率達成企業割合ともに前年を上

回り、長野県平均を上回っています。（令和２年度は、新型コロナウイルス感

染症の流行や、7 月の豪雨災害等により集計業務が例年より遅れたため、令

和元年度の数値を掲載） 

令和 3 年３月より法定雇用率が 2.3％に引き上げになりますが、短時間就

労や在宅就業、自営業等、障がい者が多様な働き方を選択できる環境の整備

が求められています。また、職場の障がい者に対する理解や、就労後のフォ

ローアップのための職場と支援機関との連携も不可欠です。 

 

〔施策の方向〕 

○ 働く意欲のある障がい者が就労できるように、上伊那圏域障がい者就

業・生活支援センタ－、ハローワーク伊那、求人開拓員（上伊那地域振興

局商工観光課内）、企業と連携を図りながら就職活動への支援を行います。 

○ 雇用率の低い精神障がい者が一般就労できるよう、就労継続支援事業所、

上伊那圏域障がい者就業・生活支援センタ－やハローワーク伊那と連携・

協力し、支援を行います。 

○ 障がい者が安定して職場に定着でき、働き続けることができるように、

就職後も障がい者の就労に伴う生活上の相談に応じるなど、関係機関との

支援体制の強化を図り就労定着の支援をします。 

○ 障害者優先調達推進法（※22）に基づき、障がい者就労施設等の提供す

る物品・サービスの優先購入を推進します。 



２１ 

８ 教育・療育・育成 

〔現状と課題〕 

    障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重

し合う共生社会の実現に向け、可能な限り共に教育を受けることのできる仕

組みの整備が必要です。そのためには、障がいに対する理解を深めるための

取組みと、学校卒業後も含めたその一生を通じて、自らの可能性を追求でき

る環境を整える必要があります。そして、地域の一員として豊かな人生を送

ることができるように、一人ひとりの能力・適性等に応じて適切な支援や合

理的配慮を行うことが必要です。 

乳幼児健診において何らかの支援が必要と思われる子どもは増加傾向にあ

ります。村では、平成 25 年度に第６の保育園として児童発達支援事業所「た

けのこ園」（以下「たけのこ園」という。）、平成 26 年度に相談支援事業所「み

なみみのわ」を開所し、専門職を配置した療育を行っています。専門的な療

育の早期実施により、乳幼児期から保護者も含めた支援体制の構築及び適切

な支援に努めています。 

今まで以上に、健康福祉課健康推進係（以下「健康推進係」という。）・た

けのこ園・子育て支援課子育て教育支援相談室（以下「子育て教育支援相談

室」という。） ・教育委員会事務局・関係機関が連携して早期対応・支援を

進める必要があります。 

それとともに、それぞれのニーズに応じた就園・就学のあり方や適切な支

援について、保護者及び関係者による合意形成を図ることが重要となります。

また、幼児期・学童期等のライフステージに合わせた教育支援や福祉サービ

スをより充実させることが課題となっています。現在、村では小学生（低学

年）を対象に、小集団又は個別による SST（※23）を行っています。 

義務教育課程修了後は、在宅・高等学校進学・就職等により、学校や教育

委員会事務局、子育て教育支援相談室などとのつながりが希薄化し、必要な

支援を受けられなくなることがあるため、個々のライフステージに応じた、

切れ目のない一貫した支援を提供する体制を構築していく必要があります。

より充実した支援体制が必要とされる背景には、家庭環境の複雑化や子育て

環境の変化等、様々な要因があります。親の孤立感や子育て不安、児童虐待

等、家族支援が求められている状況が増加しており、それぞれの家庭環境に

即した保護者支援のグループ活動を月 1 回行っています。 

重度の肢体不自由と重度の知的障がい等が重複している「重症心身障がい

児」や、「医療的ケア児（医療的ケアが必要な児童）」については、現在、た

けのこ園で対象児童のニーズにあわせた看護師による支援を行っています。

また、村の小中学校へ通う児童・生徒に対しても、必要に応じた看護師の配



P.91 に注釈一覧があります 

 
２２

置等の検討が必要です。 

特別支援学校（義務教育課程）の通学に関しても、障がいの特性や学校側

の体制からスクールバスを利用できない児童・生徒や、核家族の共働き世帯

では、登校時間に保護者が送迎できない児童・生徒のため、令和元年度から

村社会福祉協議会に委託し、朝の預かり事業を開始しました。令和２年度現

在、若干名が利用しています。今後は、障がいの特性にかかわらず、スクー

ルバスを必要とするすべての児童・生徒が利用できるよう、県教育委員会へ

特別支援学校のスクールバス運用の見直しについて要望していく必要があり

ます。 

 

〔施策の方向〕 

○ 健康推進係、保育園、たけのこ園、子育て教育支援相談室、教育委員会

事務局、自立支援協議会等、関係機関が連携・協力し、本人や保護者に対

する早期からの教育相談・支援体制の充実を図ります。また、乳幼児期か

ら一貫して切れ目のない支援を受けられるよう、成長ダイアリー（※24）

の活用を推進し、適切な支援を盛り込んだ個別支援計画や指導計画の作成

を促進します。 

○ 早期のうちに障がいに気づき、適切な支援につなげるため、乳幼児健診

などにおいて医師・保健師等の専門家を中心とした相談体制の充実を図り

ます。 

○ 保育園、たけのこ園、子育て教育支援相談室、学校、教育委員会事務局、

保護者と連携・協力し、保育園から中学校までの就園・就学支援体制、一

人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実を図ります。また、障がいに

ついて理解を深める学習の推進を図ります。 

○ 障がいの有無にかかわらず互いを尊重し合いながら、可能な限り共に教

育を受けられるよう、副学籍制度（※25）を活用し、特別支援学校（義

務教育課程）に在籍する児童・生徒と副学籍校との交流及び共同学習の更

なる充実を図ります。 

○ 在園している保育園や放課後児童クラブで療育を受けられるように、た

けのこ園や放課後等デイサービス事業所が「保育所等訪問支援事業所」の

指定を受けることを検討していきます。 

○ 重症心身障がい児や医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けら

れるよう、看護師配置の包括的運用整備や、放課後等デイサービスのサー

ビス提供事業所等での受入れについて、子育て世代包括支援センター（※

26）を中心に検討していきます。 



２３ 

９ 文化芸術活動・スポーツ等の推進 

〔現状と課題〕 

 障がい者の生活を豊かにするには、障がいへの理解と認識を深め、障がい者

が文化芸術活動やスポーツ等の社会参加をしやすい環境を整備する必要があり

ます。 

 村民文化祭や村民体育祭などといった各行事は、だれでも参加可能となって

いますが、まだまだ障がい者が気兼ねなく参加できる環境とは言えません。 

趣味や体力の向上、交流、余暇など様々な観点から、障がいの有無にかかわ

らず参加しやすい行事など、社会参加の機会の拡充を図り、文化芸術活動やス

ポーツ等への参加を通じて、すべての障がい者の生活が豊かになるよう努めま

す。 

 

〔施策の方向〕 

○ 県等が開催するスポーツ大会や文化芸術の鑑賞、フォーラム等の広報を

充実させ、障がいに対する理解の促進を図ります。 

〇 村民文化祭や村民体育祭、講演会を始めとする村事業で、障がいの有無

にかかわらずだれもが楽しめる環境づくりに努めます。 

〇 地域内のサークルや総合型地域スポーツクラブ NPO 法人「南箕輪わくわ

くクラブ」で、障がいの有無にかかわらずだれもが楽しめる活動ができる

ような支援に努めます。 

〇 地域内で活動しているサークルや団体などについて周知し、多様な人と

のつながりが生まれるよう努めていきます。
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第 6 期障がい福祉計画 



２５ 

Ⅰ 障がい福祉計画について 

第６期障がい福祉計画に係る国の基本指針等 

 

（１）国の基本指針 

総合支援法の規定により、都道府県・市町村は、厚生労働大臣の定める「基

本指針」に即して「障がい福祉計画」を定めることとされています。基本指

針で示されている計画策定の基本的な考え方は以下のとおりです。 

 

（２）基本的理念等（※下線部は新規追加項目） 

総合支援法の基本理念を踏まえつつ、次に掲げる点に配慮して、総合的な

障がい福祉計画を策定する。 

 ①障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

 ②市町村を基本とした身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な障が

い福祉サービスの実施等 

 ③入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題

に対応したサービス提供体制の整備 

 ④地域共生社会の実現に向けた取組み 

 ⑤障がい福祉人材の確保 

 ⑥障がい者の社会参加を支える取組み 

 

（３）障がい福祉サービスの提供体制確保に関する基本的な考え方（※下線部

は新規追加項目） 

障がい福祉サービスの提供体制の確保に当たっては、（２）の基本理念を踏

まえ、次に掲げる点に配慮して、目標を設定し計画的な整備を行う。 

 ①全国で必要とされる訪問系サービスの保障 

 ②希望する障がい者等への日中活動系サービスの保障 

 ③グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実 

 ④福祉施設から一般就労への移行等の推進 

 ⑤強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する方に対する支援の充実 

 ⑥依存症対策の推進 
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（４）相談支援の提供体制確保に関する基本的な考え方 

相談支援の担い手を確保するよう努めるとともに、地域における相談支援

の中核的な役割を担う基幹的相談支援センターを市町村において設置する。 

①相談支援体制の構築 

②地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

③発達障がい者等に対する支援 

⑤協議会の設置等 

 



２７ 

Ⅱ 主な目標 

１ 令和５年度における障がい福祉計画の成果目標 

障がい福祉計画では、障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事

業の提供体制の確保等に係る目標を設定することが求められています。 

具体的には以下の６点において、第５期障がい福祉計画の実績を踏まえて、

令和５年度における成果目標を設定することとされています。 

 

（１）障害者入所施設の入所者の地域生活への移行目標 

施設入所者数 10 人 令和元年度末時点の全施設入所者数 

地域生活移行目標者数 0 人 現在の全入所者のうち、施設入所から住宅・グループホ

ーム等へ地域移行を目指す人数 

削減目標 ０人 令和 5 年度末時点での削減見込数 

施設入所者の地域生活への移行を推進するために、上伊那圏域では地域生

活支援拠点を整備しました。しかし、その機能はまだ不十分で、令和 5 年

度末までに入所施設から地域生活へ移行する障がい者は見込めない現状で

す。そのため、今後は地域生活支援拠点の機能充実を図る必要があります。 

 

（２）精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステム 

精神障がい者にも対応した地域包括ケアステムの構築に向けて、令和 5 年

度末までに協議します。 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

市町村ごとの保健・医療及び福祉関係者による協

議の場の開催回数 
0 回 0 回 １ 回 

市 町 村ご と の

保 健 ・医 療 及

び 福 祉関 係 者

に よ る協 議 の

場の参加者数 

分野 保健 0 人 0 人 １ 人 

分野 医療（精神科） 0 人 0 人 １ 人 

分野 福祉 0 人 0 人 １ 人 

分野 介護 0 人 0 人 １ 人 

分野 当事者 0 人 0 人 0 人 

分野 家族 0 人 0 人 １ 人 

分野 その他 0 人 0 人 0 人 

市町村ごとの保健・医療

及び福祉関係者における

目標設定及び評価 

目標設定 なし なし あり 

評価の実施回数 0 回 0 回 1 回 
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（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

地域生活支援拠点とは、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」に備える

とともに、障がい者の入所施設や病院からの地域移行を進めるため、重度障が

いにも対応することができる専門性を有し、地域の生活で生じる障がい者やそ

の家族の緊急事態に対応できる体制です。具体的には、緊急時の迅速・確実な

相談支援及び短期入所等の受け入れ体制の充実や、障がい者の生活の場を施設

や親元からグループホームや一人暮らしへ移行しやすくする支援を提供する

体制を整え、障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、さまざまな

支援を切れ目なく受けられるようにすることを目的としています。また、整備

手法には、多機能拠点整備型と面的整備型（※27）があります。 

上伊那圏域では、障がい者総合支援センターを中核に面的整備が完了しまし

た。令和 5 年度末までの間、その機能の充実のため、年に 1 回以上検証及び

検討を実施します。 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

運用状況の検証及び

検討の回数（回/年） 
1 回 1 回 1 回 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行目標等 

 福祉施設から一般就労へ移行する人数を次のように見込みます。 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

各項目の見込 

就労移行支援から 1 人 1 人 1 人 

就労継続支援 A 型から 0 人 0 人 0 人 

就労継続支援 B 型から 0 人 0 人 0 人 

生活介護・自立訓練から 0 人 0 人 0 人 

上記のうち、就労定着支援利用者数 1 人 1 人 1 人 

就労移行支援事業により集中的な就労支援を行っても、通勤方法が限られて

いたり、職場の環境に馴染めなかったりすることから、職場に定着できない現

状があります。本人の生活能力や職業適応能力によらない理由で職場定着が困

難とならないよう、就労定着支援事業により一般就労後も安心して働けるよう

支援します。 
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

 総合的・専門的な相談支援の実施及び相談支援体制を強化する体制を確保す

るため、以下のように活動指標を設定します。 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

総合的・専門的な 

相談支援の実施見込み 

体制の有無 あり あり あり 

実施の体制 障がい者総合支援センターが中核とな

り実施する 

地域の相談支援事業者に対する訪問

等による専門的な指導・助言の回数 
20 回 20 回 20 回 

地域の相談支援事業者の人材育成の

支援件数 
6 件 8 件 8 件 

地域の相談機関との連携強化の取組

みの実施回数の見込み 
0 回 2 回 2 回 

主任相談支援専門員の配置人数 

（圏域内に〇人配置する） 
３ 人 ３ 人 ３ 人 

 

（６）障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組みに係る体制の構築 

障がい福祉サービス等の質を向上するための取組みを実施する体制を構築す

るため、以下のように活動指標を設定します。 

 障がい福祉サービス等に係る各種研修の活用 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

都道府県が実施する障がい

福祉サービス等に係る研修

等への村職員の参加人数 

3 人 3 人 3 人 
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２ 福祉サービスの実績及び成果目標（第５期実績・第６期見込み） 

各種福祉サービスの成果目標算定の基本的な考え方は、第５期計画期間（平

成 30 年度～令和 2 年度）の各種福祉サービスの令和元年度分実績を基に、第

6 期（令和 3 年度～令和 5 年度）を見込んでいます。したがって、令和 2 年度

の実績見込み値と第 6 期計画値がかい離していることがあります。 

県内の圏域ごとの基盤整備目標は長野県障がい者プランに設定されています。 

〔各種福祉サービスの位置づけ〕 

障がい者が利用できる主な福祉サービスには、総合支援法に基づく自立支

援給付事業、地域生活支援事業、相談支援事業があります（下図参照）。その

他、村が独自に実施している障がい者向け福祉サービスもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [単位について] 

 ○時間/月…月間のサービス提供時間   ○人/月…月間の利用人数 

 ○件/年…年間の給付件数        ○件/月…月間の給付件数 

○人…実利用者数 

  ○人日分…月間の利用人数×１人１か月あたりの平均利用日数

南箕輪村 

障
が
い
者 

訓練等給付  

・居宅介護  
・重度訪問介護  
・同行援護  
・行動援護  
・重度障害者等包括支援  
・短期入所 (ショートステイ ) 
・生活介護  
・療養介護  
・施設入所支援  

自立支援給付 
介護給付  

・自立訓練 (機能訓練 ) 
・自立訓練 (生活訓練 ) 
・宿泊型自立訓練  
・就労移行支援  
・就労継続支援 (A 型 ) 
・就労継続支援 (B 型 ) 
・共同生活援助  

補装具  

自立支援医療  

地域生活支援事業 

・相談支援   ・日常生活用具給付事業  ・訪問入浴サービス事業  
・意思疎通支援事業   ・移動支援事業   ・日中一時支援事業  
・手話奉仕員養成研修事業  ・地域活動支援センター事業  ・生活サポート事業  



３１ 

（１）介護給付  

①  居宅介護事業（ホームヘルプ） 

・自宅で生活する障がい者に、入浴、排せつ、食事、調理、洗濯、掃除等の

家事、生活等に関する相談や助言など生活全般にわたる援助を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 153 時間/月 172 時間/月 191 時間/月 

実績値 169 時間/月 144 時間/月 100 時間/月 

第５期は、平成 30 年度の実績値が計画値を上回っていますが、減少傾向で

す。 

第６期は、現状維持を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 100 時間/月 100 時間/月 100 時間/月 

 

②  重度訪問介護事業 

・重度の肢体不自由又は重度の知的障がい・精神障がいにより常に介護を必

要とする方に、自宅で入浴、排せつ、食事の介護及び外出時における移動

支援など総合的に行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 23 時間/月 23 時間/月 23 時間/月 

実績値 17 時間/月 21 時間/月 40 時間/月 

 第５期は、令和 2 年度より 24 時間/日の支給決定を行った方がいたため、令

和 2 年度実績値が計画値を大幅に上回っています。 

第６期は、24 時間/日×約 30 日＝720 時間/月の利用を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 720 時間/月 720 時間/月 720 時間/月 
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③  同行援護事業 

・視覚障害により移動に著しい困難を有する障がい者に同行して、視覚的情

報の支援、移動の援護、食事・排せつ等の介護、その他必要な支援を行い

ます。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 0 時間/月 0 時間/月 0 時間/月 

実績値 0 時間/月 0 時間/月 0 時間/月 

 第５期は、利用実績はありません。 

第６期も利用の見込みはありません。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 0 時間/月 0 時間/月 0 時間/月 

 

④  行動援護事業 

・自己判断能力が制限されている方が行動するときに、危険を回避するため

に必要な支援を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 126 時間/月 126 時間/月 143 時間/月 

実績値 123 時間/月 87 時間/月 96 時間/月 

 第５期は、年度によってばらつきがありました。利用人数が少ないため、利

用者 1 人の利用時間の増減により実績値に大きく影響するためだと考えられま

す。 

 第６期は、若干の増加を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 87 時間/月 96 時間/月 96 時間/月 



３３ 

⑤  生活介護事業 

・常に介護を必要とする方に、入浴、排せつ、食事等の介護、その他必要な

支援を行うとともに創作活動又は生産活動の機会を提供します。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 424 人日分 457 人日分 457 人日分 

実績値 399 人日分 364 人日分 487 人日分 

 第５期は、年度によってばらつきがありますが、増加傾向と言えます。令和

2 年度のみ実績値が計画値を上回っています。 

 第６期も増加を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 480 人日分 490 人日分 500 人日分 

 

⑥  療養介護事業 

・医療と常に介護を必要とする方に、医療機関での機能訓練、療養上の管理

看護、介護及び日常生活の支援を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1 人/月 1 人/月 1 人/月 

実績値 1 人/月 1 人/月 2 人/月 

 第５期は、令和 2 年度より 1 名増加しました。現在 2 名利用中です。 

 第６期は、現状維持を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 2 人/月 2 人/月 2 人/月 
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⑦  福祉型短期入所事業（福祉型ショートステイ） 

・自宅で介護する方が病気などで介護ができないときに、短期間、夜間も含

め施設で、食事・入浴・排せつ等の介護、その他必要な支援を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 42 人日分 56 人日分 56 人日分 

実績値 10 人日分 13 人日分 4 人日分 

 第５期は、実績値が計画値を下回っていますが、ほぼ横ばいです。 

 第６期も現状維持を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 10 人日分 10 人日分 10 人日分 

 

⑧  医療型短期入所事業（医療型ショートステイ） 

・医療的なケアを必要とする方に対応するため、充実した看護体制をとる医

療機関による短期入所事業です。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 22 人日分 22 人日分 22 人日分 

実績値 15 人日分 10 人日分 6 人日分 

 第５期は、実績値が計画値を下回っています。現在 1 名のみ利用しています。 

第６期は、実績を踏まえ、10 人日分に設定します。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 10 人日分 10 人日分 10 人日分 



３５ 

⑨  共同生活援助事業(グループホーム) 

 ・夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 17 人/月 18 人/月 19 人/月 

実績値 19 人/月 18 人/月 20 人/月 

 第５期は、実績値はほぼ計画値どおりです。 

 第６期は、1 年度ごと 1 人増加を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 20 人/月 21 人/月 22 人/月 

 

⑩  施設入所支援事業 

・施設に入所する方へ、主に夜間や休日、入浴、排せつ、食事等の介護、そ

の他必要な支援を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 9 人/月 9 人/月 9 人/月 

実績値 10 人/月 10 人/月 10 人/月 

 第５期は、実績値が計画値を上回っています。 

 第６期は現状維持を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 10 人/月 10 人/月 10 人/月 



P.91 に注釈一覧があります 

 
３６

⑪  自立生活援助 

・障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する

知的障がい者や精神障がい者について、一定の期間にわたり、定期的な巡

回訪問や随時の対応により、適切な支援を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1 人/月 1 人/月 1 人/月 

実績値 0 人/月 0 人/月 0 人/月 

 第５期は、平成 30 年度からの新規事業で、1 人以上の利用を見込みました

が、実績はありませんでした。 

 第６期も利用の見込みはありません。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 0 人/月 0 人/月 0 人/月 

 



３７ 

（２）訓練等給付 

①  就労移行支援事業 

・一般企業等への就労を希望する障がい者に一定期間、就労に必要な知識及

び能力向上のために必要な訓練を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 46 人日分 46 人日分 46 人日分 

実績値 49 人日分 21 人日分 0 人日分 

第５期は、減少傾向です。 

 第６期は、1 人の利用を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 21 人日分 21 人日分 21 人日分 

 

②  就労継続支援Ａ型 

・一般企業への就労を希望する障がい者に、雇用契約に基づく就労の機会を

提供するとともに、一般就労に必要な知識、能力が高まった方について、

一般就労への移行に向けて支援します。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 69 人日分 69 人日分 69 人日分 

実績値 60 人日分 66 人日分 75 人日分 

 第５期は、平成 30 年度の実績値が計画値を下回りましたが、それ以降は上

回っています。利用人数が増えたというよりは、一人当たりの利用日数が増え

たことによるものと考えられます。 

 第６期は、目標定員 3 人、計画値は 66 人日分を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 66 人日分 66 人日分 66 人日分 



P.91 に注釈一覧があります 

 
３８

③  就労継続支援Ｂ型 

・一般企業等での就労が困難な障がい者に働く場を提供するとともに、知識

及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1260 人日分 1260 人日分 1260 人日分 

実績値 1180 人日分 1175 人日分 1563 人日分 

 第５期は、年度によってばらつきがありますが、増加傾向で、令和 2 年度は

実績値が計画値を大幅に上回る見込みです。A 型とは違い、利用人数自体が増

えていると考えられます。 

 第６期は、増加する見込みです。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 1189 人日分 1206 人日分 1222 人日分 

 

④  就労定着支援 

・一般就労した障がい者が、職場に定着でき、就労に伴う生活面の課題に対

応できるよう、事業所・家族等との連絡調整等の支援を一定の期間にわた

り行います。※１年後の職場定着率（％） 

 計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値  80％ 80％ 

実績値  0％ 0％ 

第５期は、利用者はいませんでした。 

 第６期の計画値は「利用人数」とし、当面 1 人を見込みます。 

 計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 1 人 1 人 1 人 



３９ 

⑤  自立訓練事業（機能訓練） 

・自立した生活や社会生活を送ることができるように、一定期間、身体機能

向上のために必要な訓練を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 17 人日分 17 人日分 17 人日分 

実績値 8 人日分 0 人日分 0 人日分 

 第５期は、実績値が計画値を下回っています。令和元年度以降実績はありま

せんでした。 

第６期も利用の見込みはありません。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 0 人日分 0 人日分 0 人日分 

 

⑥  自立訓練事業（生活訓練） 

・自立した生活や社会生活を送ることができるよう、一定期間、基礎的な体

力づくりとともに、社会性や協調性など生活能力の向上のために必要な訓

練を行います。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 10 人日分 10 人日分 10 人日分 

実績値 43 人日分 51 人日分 21 人日分 

 第５期は、実績値が計画値を大きく上回り、増加傾向と言えます。 

 第６期は、現状維持を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 51 人日分 51 人日分 51 人日分 



P.91 に注釈一覧があります 

 
４０

（３）相談支援 

①  計画相談支援 

・福祉サービス、就労支援、教育、その他のサービスを含んだ生活全般にわ

たり、計画的なプログラムに基づいたサービスの利用計画を作成するサー

ビスです。 

・障がい福祉サービスまたは地域相談支援を利用するすべての障がいのある

方または、子どもを対象としています。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 18 人/月 19 人/月 20 人/月 

実績値 23 人/月 23 人/月 25 人/月 

 第５期は、実績値が計画値を上回り、増加傾向と言えます。 

 第６期も増加を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 25 人/月 25 人/月 26 人/月 

 

②  地域移行支援 

・障害者支援施設等に入所している障がいのある方、または精神科病院に入

院している精神障がいのある方々に対して、関係機関が協力して退院（退

所）後の生活を支える体制をつくり、スムーズに退院（退所）できるよう

にサポートするサービスです。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1 人 2 人 2 人 

実績値 0 人 0 人 0 人 

 第５期は、1 人以上の利用を見込みましたが、実績はありませんでした。 

 第６期は、ニーズがあるため 1 人以上の利用を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 1 人 1 人 1 人 



４１ 

③  地域定着支援 

・常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に

相談その他の便宜を供与するサービスです。 

・居宅において単身生活する方や、同居している家族による支援を受けられ

ない方を対象とします。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 0 人 1 人 1 人 

実績値 0 人 0 人 0 人 

 第５期は、1 人以上の利用を見込みましたが、実績はありませんでした。 

 第６期は、ニーズがあるため 1 人以上の利用を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 1 人 1 人 1 人 



P.91 に注釈一覧があります 

 
４２

（４）地域生活支援事業 

 障がい者の現状を把握しつつ、それに見合った事業を実施することができる

よう、関係機関と連携し充実を図ります。（P56 参考資料 1 参照） 

 

①  相談支援事業 

・上伊那圏域障がい者総合支援センター等、関係機関と連携を図り、障がい

者個々のニーズにあった相談体制を強化します。 

 

②  意思疎通支援事業 

・聴覚障がい者等に対し、手話通訳者等の派遣をすることにより、社会参加

の支援に努めます。 

計画 第５期計画の実績 

目標年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

実利用者数 
計画値 １人 1 人 1 人 

実績値 0 人 1 人 1 人 

派遣回数 
計画値 12 回 12 回 12 回 

実績値 0 回 4 回 4 回 

第５期は、派遣回数は実績値が計画値を下回りました。 

 第６期は、派遣回数は実績に沿った回数に見直し、当面 4 回に設定します。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実利用者数 1 人 1 人 1 人 

派遣回数 4 回 4 回 4 回 



４３ 

③  手話奉仕員養成研修事業 

・聴覚障がい者等との日常会話程度の手話表現技術を取得した手話奉仕員を

養成します。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

修了者数 
計画値 1 人 1 人 1 人 

実績値 2 人 2 人 0 人 

 第５期は、養成事業を委託しています。例年 1 人は修了者がいるので、概ね

計画値どおりです。 

 第６期は、現状維持を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

修了者数 2 人 2 人 2 人 

※平成 25 年度から開始した事業で、上伊那市町村共同で伊那市社会福祉協議会に実施を委

託している。 

「手話通訳士」は公的資格取得者、「手話通訳者」は主に都道府県の、「手話奉仕員」は主に

市町村の養成研修を修了し登録された者を指す。  

 



P.91 に注釈一覧があります 

 
４４

④  日常生活用具給付事業 

・重度障がい者に対し、日常生活用具を給付することにより、日常生活の便宜

を図ります。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 23 件/月 24 件/月 24 件/月 

実績値 28 件/月 26 件/月 25 件/月 

 第５期は、月あたりの件数はどの年度も実績値が計画値を上回り、ほぼ横ば

いでした。 

 第６期は、用具ごとに改め、実績に沿った計画値を設定します。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

介護訓練支援用具 計画値 1 件/年 1 件/年 1 件/年 

自立生活支援用具 計画値 4 件/年 4 件/年 4 件/年 

在宅療養等支援用具 計画値 2 件/年 2 件/年 2 件/年 

情報・意思疎通支援用具 計画値 4 件/年 4 件/年 4 件/年 

排泄管理支援用具 計画値 300 件/年 300 件/年 300 件/年 

居宅生活動作補助用具 計画値 1 件/年 1 件/年 1 件/年 

 

⑤  移動支援事業 

・屋外での移動が困難な障がい者に対し、外出のための支援者を派遣し、介

助等を行うことにより、地域における自立生活・社会参加の促進を図りま

す。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 400 時間/月 405 時間/月 410 時間/月 

実績値 243 時間/月 242 時間/月 288 時間/月 

 第５期は、実績値が計画値を大きく下回りましたが、増加傾向です。 

 第６期も増加する見込みです。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 290 時間/月 300 時間/月 310 時間/月 



４５ 

⑥  地域活動支援センター事業 

・障がい者の実情に応じ、創作的活動・生産活動の場を提供し、社会との交

流の促進を図ります。「ぽっかぽかの家」を支援センターに位置付けていま

す。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

実績値 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

 第５期は、計画値どおりです。 

 第６期は、増設する予定はありません。現状維持です。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

 

⑦  訪問入浴サービス事業 

・家庭において入浴することが困難な身体障がい者に対し、訪問入浴車を派

遣し入浴サービスを提供することにより、快適な家庭生活を送れるよう支

援します。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1 人 1 人 1 人 

実績値 2 人 2 人 2 人 

 第５期は、実利用者 1 人増加により、実績値が計画値を上回っています。 

 第６期は、現状維持を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 2 人 2 人 2 人 

 



P.91 に注釈一覧があります 

 
４６

⑧  日中一時支援事業 

・タイムケア事業（※28）との併用により家庭における介護の支援を強化

します。 

・事業の充実を図るため年間の 1 人当たりの利用時間を設定します。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1 人/月 1 人/月 1 人/月 

実績値 13 人/月 11 人/月 10 人/月 

 第５期は、実績値が計画値を大幅に上回りました。 

 第６期は、増加を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 13 人/月 14 人/月 15 人/月 

 

⑨  生活サポート事業 

・生活介護、居宅介護サービスが受けられない方に対し、それらを利用する

ことができるようにします。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 2 人/月 2 人/月 2 人/月 

実績値 1 人/月 1 人/月 1 人/月 

 第５期は、計画値どおりです。 

 第６期は、増加を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 1 人/月 2 人/月 2 人/月 

 



４７ 

⑩  成年後見制度利用支援事業 

・成年後見制度の利用に要する費用のうち、成年後見制度の申立てに要する

経費及び後見人等の報酬の全部または一部を補助します。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1 人 1 人 1 人 

実績値 0 人 0 人 0 人 

 第５期は、1 人以上の利用を見込みましたが、実績はありませんでした。 

 第６期は、村要綱改正により対象者が広がることから、1 人以上の利用を見

込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 1 人 1 人 1 人 

 

⑪  成年後見制度法人後見支援事業 

・成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保

する体制を整備し、市民後見人の活用も含めた法人による成年後見の活動

を支援します。 

計画 第５期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 1 人 1 人 1 人 

実績値 1 法人 1 法人 1 法人 

 第５期は、1 人以上の利用を見込みましたが、実績はありませんでした。 

 第６期は、1 人以上の利用を見込みます。 

計画 第６期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 1 法人 1 法人 1 法人 

※上伊那市町村共同で伊那市社会福祉協議会に実施を委託。利用者数は、養成講座等への村内

からの受講者数とする。 
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第２期障がい児福祉計画 



４９ 

Ⅰ  障がい児福祉計画について 

１ 計画の性格 

平成 28 年に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律及び児童福祉法の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 65 号）」が成立し、

平成 30 年度から障がい児福祉計画の作成が義務付けられました。 

本計画では、障害児通所支援等の提供体制を整備し、円滑な実施を確保して

いくための目標及び見込量、そして見込量を確保するための方策を定めます。 

当村の障がい児福祉計画は「村障がい者福祉計画」と一体的に策定します。     

〔各種福祉サービスの位置づけ〕 

 

 

 

 

 

 

障がい児等が利用できる主な福祉サービスには、児童福祉法に基づく障害

児通所支援、障害児入所支援があります。その他村が独自に実施している障

がい者向け福祉サービスや子ども・子育て支援法のサービス等、障がいの有

無にかかわらず利用できるサービスもあります。 

なお、障がい児も総合支援法に基づく自立支援給付事業、地域生活支援事

業が利用できます。 

 

２ 国の指針等 

（１）基本理念等（※下線部は新規追加項目） 

  総合支援法や児童福祉法の基本理念を踏まえつつ、次に掲げる点に配慮し

て、総合的な障がい福祉計画及び障がい児福祉計画を作成する。 

①障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

②市町村を基本とした身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な障が

い福祉サービスの実施等 

③入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題

に対応したサービスの提供体制の整備 

④地域共生社会の実現に向けた取組み 

⑤障がい児の健やかな育成のための発達支援 

⑥障がい福祉人材の確保 

⑦障がい者の社会参加を支える取組み 
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（２）障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

障がい児については、次に掲げる点に配慮して、障がい児及びその家族に

対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提

供する体制の構築を図る。 

①地域支援体制の構築 

②保健医療、保育、教育、就労支援、障がい福祉等の関係機関と連携した支

援 

③地域社会への参加、包容の推進 

④特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備 

ⅰ重度心身障がい児及び医療的ケア児に対する支援体制の充実 

ⅱ強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい児に対する支援体制の

充実 

ⅲ虐待を受けた障がい児等に対する支援体制の整備 

⑤障がい児相談支援の提供体制の確保 

 

（３）障がい児支援の提供体制の整備等 

 障がい児福祉計画では、以下の３点について第１期障がい児福祉計画の実績

を踏まえ、令和５年度における成果目標を設定することとされています。 

〇児童発達支援センターの配置及び保育所等訪問支援の充実 

〇主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

〇医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーター

の配置 
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Ⅱ 主な目標 

１ 障がい児支援の提供体制の充実（成果目標） 

（１）児童発達支援センターの設置及び充実 

   既存の児童発達支援事業所であるたけのこ園、子育て支援課、教育委員会

事務局等の関係機関と協議していきます。 

児童発達支援センターの 

設置 

１か所 令和 5 年度末までに、複数市町村共同で設置します。 

 

（２）保育所等訪問支援を利用できる体制の構築及び充実 

  たけのこ園や放課後等デイサービス事業所等と連携し、保育所等訪問支援を

行うことができる体制を構築します。 

保育所等訪問支援を利用 

できる体制の充実 

圏域内に 

1 箇所設置済 

令和元年度に構築しました。今後は更なる充実を

図ります。 

 

（３）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所の確保 

    主に重症心身障がい児を支援する、児童発達支援及び放課後等デイサービ

スを行うことができる事業所を、圏域内に１か所確保できるよう村内事業所

へ働きかけ、連携をとりながら事業所を支援します。 

重症心身障がい児を支援する児童

発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所の確保 

１か所 ・令和 5 年度末までに、複数市町村共同で

設置します。 

 

（４）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネー

ターの配置 

    医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、自立支援協議会を協議の場

として位置づけ、医療的ケア児が必要とする他分野にまたがる支援の利用を

調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につなげます。 

   村では、子育て世代包括支援センターに医療的ケア児部会を設置し、医療

的ケア児の具体的支援策等の協議を重ねています。 

医 療 的 ケ ア 児 支 援 の た

めの協議の場の設置 

設置済 自立支援協議会重心・要医療的ケア部会を協議の場

と位置づけ、協議を続けていきます。 

医 療 的 ケ ア 児 コ ー デ ィ

ネーターの配置 

圏域で 

2 人以上 

村では既に配置済みですが、広域的な支援が受けら

れるよう、圏域で 2 人以上の配置を目指します。 
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２ 福祉サービスの実績及び成果目標（第１期実績・第２期見込み） 

 

（１）障害児通所支援 

①  児童発達支援 

・たけのこ園等の児童発達支援事業所に通所して、日常生活における基本的

な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などを行います。 

計画 第１期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 125 人日分 141 人日分 147 人日分 

実績値 170 人日分 163 人日分 128 人日分 

第１期は、平成 30 年度、令和元年度の実績値が計画値を上回りましたが、

令和 2 年度は下回る見込みです。 

第 2 期は令和元年度実績を踏まえ 170 人日分を見込みます。 

計画 第２期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 170 人日分 170 人日分 170 人日分 

 

②  医療型児童発達支援 

・肢体不自由のある児童を対象に、指定医療機関に通所して、児童発達支援

及び治療を行います。 

計画 第１期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 0 人日分 0 人日分 0 人日分 

実績値 1 人日分 0 人日分 0 人日分 

 第１期は、平成 30 年度に 1 人利用実績がありましたが、その後はありませ

んでした。 

 第２期は、当面利用見込みはありません。 

計画 第２期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 0 人日分 0 人日分 0 人日分 
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③  放課後等デイサービス 

・就学している障がい児を対象に、授業の終了後または休業日に児童発達支

援センター等に通所して、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との

交流の促進などを行います。 

計画 第１期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 108 人日分 122 人日分 144 人日分 

実績値 303 人日分 324 人日分 416 人日分 

 第１期は、平成 30 年度以降、事業所の増加や、早期発見・支援の推進によ

り、特別支援学校（学級）だけでなく通常学校（学級）からも利用する児童が

急増しました。実績値は計画値を大きく上回り、今後もしばらくは増加する見

込みです。 

 第２期も増加する見込みです。 

計画 第２期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 324 人日分 348 人日分 373 人日分 

 

④  保育所等訪問支援 

・保育所等に通う障がい児を対象に、保育所などを訪問し、障がい児以外の

児童との集団生活への適応のための専門的な支援等を行います。 

計画 第１期計の画実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 0 人日分 0 人日分 0 人日分 

実績値 0 人日分 0 人日分 0 人日分 

 第１期は、利用実績はありませんでした。 

 第２期は、利用希望者がいるため当面 10 人日分見込みます。 

計画 第２期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 10 人日分 10 人日分 10 人日分 
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⑤  居宅訪問型児童発達支援 

・児童発達支援等の障害児通所支援を受けるために外出することが著しく困

難な重症心身障がいのある児童に、児童発達支援センターなどから居宅訪

問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与などの支援

を行います。 

計画 第１期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 0 人日分 0 人日分 0 人日分 

実績値 0 人日分 0 人日分 0 人日分 

 第１期は、利用実績はありませんでした。 

 第２期は、事業実施可能な事業所が無く、今後も当面利用見込みはありませ

ん。 

計画 第２期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 0 人日分 0 人日分 0 人日分 
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（２）相談支援 
 障害児相談支援 

・児童福祉法に基づく福祉サービス、教育、その他のサービスを含んだ生活

全般にわたり、計画的なプログラムに基づいた自立支援サービスの利用計

画を作成するサービスです。 

計画 第１期計画の実績 

年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

計画値 9 人/月 11 人/月 12 人/月 

実績値 17 人/月 22 人/月 16 人/月 

 第１期は、どの年度も実績値が計画値を上回りました。 

 第２期は、増加を見込みます。 

計画 第２期計画の見込量 

年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

計画値 24 人/月 24 人/月 24 人/月 
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【参考資料１】 

南箕輪村地域生活支援事業の概要 

 

① 相談支援事業 

＜目的＞ 

障がい者、障がい者の保護者または介護を行う者などからの相談に応じ、

必要な情報の提供等の便宜を供与することや、権利擁護のために必要な援助

を行うことにより、障がい者が自立した日常生活や社会生活を営むことがで

きるようにする。 

 

＜利用者負担＞ 

    なし 

 

② 意思疎通支援事業 

＜目的＞ 

聴覚、言語機能、音声機能、その他の障がいのため、意思疎通を図ること

に支障がある聴覚障がい者等に、手話通訳及び要約筆記の方法により、聴覚

障がい者等とその他の意思疎通を仲介する手話通訳者等の派遣を行い、意思

疎通の円滑により、聴覚障がい者等の社会生活上の利便を図り、もって聴覚

障がい者等の福祉の向上を図る。 

 

＜利用者負担＞ 

なし 

 

③ 手話奉仕員養成研修事業 

＜目的＞ 

聴覚障がい者の円滑な社会生活を目指して、相手の手話を理解でき、聴覚 

障がい者と手話で日常会話が可能なレベルの者を養成する。また、手話通訳

者を目指すための基礎的な知識を身につける。 

 

＜利用者負担＞ 

なし（ただし、テキスト代が必要） 
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④ 日常生活用具給付事業 

＜目的＞ 

重度障がい者等に対し、日常生活用具を給付することにより、日常生活の

便宜を図り、もって障がい者の福祉の増進に資する。 

 

＜利用者負担＞ 

なし（ただし、用具の支給上限額以上の費用は利用者負担） 

 

⑤ 移動支援事業 

＜目的＞ 

屋外での移動が困難な障がい者に対して、外出のための支援を行うこと

により、地域における自立生活及び社会参加の促進を図る。 

 

＜事業内容＞ 

① 社会生活上必要不可欠な外出 

    官公庁や金融機関への外出、冠婚葬祭等 

② 余暇活動等社会参加のための外出 

    レクリエーション、イベントの参加等 

 

＜支援方法＞ 

① 個別支援型  

個別的支援が必要な障がい者に対するマンツーマンによる支援 

② グループ支援型  

屋外でのグループワーク並びに同一目的地及び同一イベントへの参加等

の複数人同時支援 

 

＜利用者負担＞ 

なし 
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⑥ 地域活動支援センター事業 

＜目的＞ 

「ぽっかぽかの家」を支援センターとして位置づけ、障がい者の実情に

応じて創作的活動・生産活動の場を提供し、社会との交流の促進を図るこ

とを目的とする。 

 

＜利用者負担＞ 

なし 

 

⑦ 訪問入浴サービス事業 

＜目的＞ 

自宅での入浴が困難な身体障がい者に対して、入浴サービス事業者が行う

訪問入浴サービスを実施することにより、介護負担を軽減し快適な生活環境

をつくることを目的とする。 

 

＜利用者負担＞ 

なし 

 

⑧ 日中一時支援事業 

＜目的＞ 

障がい者の日中における活動の場を確保し、障がい者の家族の就労支援及

び日常介護している家族の一時的な負担軽減を図る。タイムケアの限度時間

（300時間）を利用し終えたものに対して、不足分を給付する。 

 

＜利用者負担＞ 

なし 

 

⑨ 生活サポート事業 

＜目的＞ 

介護給付決定者以外の者について、日常生活に関する支援、家事に対する

必要な支援を行うことにより、障がい者の地域での自立した生活の推進を図

る。 

 

＜利用者負担＞ 

なし 
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⑩ 成年後見制度利用支援事業 

＜目的＞ 

成年後見制度の利用に要する費用のうち、成年後見制度の申立てに要する

経費及び後見人等の報酬の全部または一部を補助することにより、判断能力

が不十分となった障がい者の権利擁護及び自己決定の尊重を図る。 

 

＜利用者負担＞ 

なし（当事業の利用にあたっての利用者負担はなし） 

 

⑪ 成年後見制度法人後見支援事業 

＜目的＞ 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保

できる体制を整備し、市民後見人の活用も含めた法人による成年後見の活動

を支援することにより、障がい者の成年後見制度利用を促進し、障がい者の

権利擁護及び自己決定の尊重を図る。 

 

＜利用者負担＞ 

なし 
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【参考資料２】 

アンケート結果について 

 

Ⅰ アンケートの概要 

 

（１）アンケートの目的 

 本アンケートは、障がいのある方（難病と診断された方を含む）を対象とし、

本計画の策定や、障がい者施策を計画的に進めるための検討資料を得ることを

目的として実施しました。 

 

（２）調査の項目 

No. 項目 No. 項目 

１ あなたについて ５ 権利擁護について 

２ 日中活動や就労について ６ 災害対策について 

３ 福祉サービス等の利用について ７ 行政への要望について 

４ 相談相手について   

 

（３）調査の設計 

調査対象者 村内在住で、身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手

帳・自立支援医療（精神通院）受給者証・特定医療費（指定難病）

受給者証をお持ちの方、養護学校在学児童又は障がい児通所サー

ビスを利用している児童。 

調査方法 上記対象者の中から無作為抽出し、郵送配布・郵送回収を行った。 

調査期間 令和 2 年６月 19 日～令和 2 年 7 月 17 日 

発送数 身体障害者手帳所持者 

療育手帳所持者 

精神障害者保健福祉手帳所持者 

特定医療費（指定難病）受給者証所持者 

養護学校在学児童 

障がい児通所サービス利用児童 

140 人 

30 人 

50 人 

20 人 

25 人 

15 人 

 

 

 

 

 

（計 320 人） 

 

（４）回収状況 

発送数 回収数 有効回収数※ 有効回収率 

320 147 147 45.9 

※有効回収数とは、白票又は回答が著しく少ない表を除いた数 



６１ 

（５）結果を見る際の注意事項 

※回答は各質問の回答数（N）を基数とした百分率（％）で示してあります。 

※百分率は小数点以下第 2 位を四捨五入して算出しました。このため、百分率

の合計が 100％にならないことがあります。 

※一つの質問に二つ以上こたえられる「複数回答可能」の場合は、回答比率の

合計が 100％を超える場合があります。 
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Ⅱ アンケート結果 

 

１あなたについて 

（１）調査票の回答者 

 
調査票の記入者では「本人」61.9％が最も多く、以下「家族」36.1％、「家

族以外」1.4％となっています。 

 

（２）年齢 

 

年齢では「75 歳以上」34.0％が最も多く、以下「40～75 歳未満」25.9％、

「18 歳未満」14.3％、「18～40 歳未満」12.9％、「65～75 歳未満」10.9％

となっています。
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（３）性別 

 

 性別では「男性」46.3％、「女性」50.3％となっています。 

 

（４）お住いの地区 

 

お住いの地区では「北殿区」21.8％が最も多く、以下「田畑区」21.1％、「大

泉区」12.9％、「沢尻区」10.9％などとなっています。 
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（５）同居者 

 

同居者では「配偶者」30.6％が最も多く、以下「父母・祖父母・兄弟・姉妹」

25.8％、「子ども」23.1％などとなっています。 

 

（６）日常生活について 

 

日常生活では、「食事」「トイレ」「入浴」「衣服の着脱」「身だしなみ」「家の

中の移動」「家族以外との意思疎通」は 70％以上が一人でできるのに対し、「外

出」「お金の管理」「薬の管理」は 70％未満となっています。 
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（７）介助者について 

 

介助者では、「父母・祖父母・兄弟・姉妹」38.3％が最も多く、以下「配偶

者」19.8％、「子ども」18.5％、「ホームヘルパーや施設の職員」17.3％とな

っています。 

 

（８）介助者の①年齢②性別③健康状態について 

 

①年齢では「40～65 歳未満」50.9％が最も多く、以下「65～75 歳未満」

19.3％、「75 歳以上」14.0％、「18～40 歳未満」12.3％となっています。
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②性別では「男性」24.6％、「女性」71.9％となっています。 

 

 

③健康状態では「よい」及び「ふつう」43.9％、「よくない」8.8％となって

います。 



６７ 

（９）障がいの程度（身体障がい者） 

 

障がいの程度（身体障がい者）では「持っていない」42.2％が最も多く、以

下「1 級」21.1％、「3 級」11.6％、「4 級」10.2％などとなっています。 

 

（10）障がいの種類（身体障がい者） 

 

障がいの種類（身体障がい者）では「内部障がい（心臓、腎臓など）」31.1％

が最も多く、以下「肢体不自由（下肢）」27.0％、「肢体不自由（体幹）」9.5％

などとなっています。 
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（11）障がいの程度（知的障がい者） 

 

障がいの程度（知的障がい者）では「持っていない」68.7％が最も多く、以

下「A1」8.8％、「B2」8.2％、「B1」3.4％、「A2」0.7％となっています。 

 

（12）障がいの程度（精神障がい者） 

 

障がいの程度（精神障がい者）では「持っていない」77.6％が最も多く、「1

級」5.4％、「2 級」及び「3 級」3.4％となっています。 



６９ 

（13）難病（特定疾患）の認定 

 

難病（特定疾患）の認定では「受けている」9.5％、「受けていない」83.7％

となっています。 

 

（14）発達障がいとの診断 

 

 発達障がいとの診断では「ある」16.3％、「ない」76.2％となっています。 
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（15）高次脳機能障がいの診断 

 

 高次脳機能障がいの診断では「ある」4.8％、「ない」89.8％となっています。 

 

（16）医療的ケアについて 

 

 医療的ケアでは「服薬管理」20.4％が最も多く、以下「その他」7.2％、「透

析」2.6％、「吸入」及び「カテーテル留置」2.0％などとなっています。 



７１ 

（17）暮らしについて 

 

暮らしについてでは「家族と暮らしている」78.2％が最も多く、以下「一人

で暮らしている」10.9％、「福祉施設（障がい者支援施設など）で暮らしてい

る」4.8％などとなっています。 

 

（18）将来の生活について 
 ※問 17 で「福祉施設（障がい者支援施設など）で暮らしている」「病院に入院している」のいずれ

かを選択した方のみ回答 

 

将来の生活についてでは「施設入所を続けたい」77.8％が最も多く、以下「グ

ループホームなどを利用したい」及び「病気が治るまで入院を続けたい」が

11.1％となっています。
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２日中活動や就労について 

 

（19）外出の頻度 

 

外出の頻度では「毎日外出する」41.5％が最も多く、以下「1 週間に数回外

出する」40.1％、「めったに外出しない」12.9％、「まったく外出しない」2.7％

となっています。 

（20）外出の同伴者 
※問 19 で「まったく外出しない」以外を回答した方のみ回答 

 

外出の同伴者では「一人で外出する」38.1％が最も多く、以下「父母・祖父

母・兄弟・姉妹」17.3％、「配偶者」15.8％などとなっています。



７３ 

（21）外出の目的 

 

外出の目的では「買い物」24.6％が最も多く、以下「医療機関への受診」24.0％、

「通勤・通学・通所」16.8％、「散歩に行く」10.9％、「友人・知人に会う」

8.7％などとなっています。 
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（22）外出時に困ること 

 

外出時に困ることでは「困ったときはどうすればいいのか心配」18.2％が最

も多く、以下「公共交通機関が少ない（ない）」11.8％、「電車やバスの乗り降

りが困難」10.8％、「周囲の目が気になる」9.9％などとなっています。 



７５ 

（23）日中の過ごし方 

 

日中の過ごし方では「自宅で過ごしている」25.2％が最も多く、以下「会社

員や、自営業、家業などで収入を得て仕事をしている」21.8％、「専業主婦（主

夫）をしている」11.6％などとなっています。 
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（24）勤務形態 
※問 23 で「会社員や、自営業、家業などで収入を得て仕事をしている」を選択した方のみ回答 

 

勤務形態では「正社員でほかの社員と勤務条件などに違いない」31.3％が最

も多く、以下「パート、アルバイトなどの派遣社員、非常勤職員」及び「自営

業、農林水産業など」が 28.1％などとなっています。 

 

（25）仕事をしたいですか 
※問 23 で「会社員や、自営業、家業などで収入を得て仕事をしている」以外を選択した 18～64 歳

の方のみ回答 

 

仕事をしたいですかでは「仕事をしたい」42.9％、「仕事をしたくない」7.1％

となっています。 



７７ 

（26）職業訓練について 

 

職業訓練についてでは「職業訓練を受けたくない、受ける必要が無い」42.2％

が最も多く、以下「今後、職業訓練を受けたい」12.2％、「既に職業訓練を受

けている」2.0％となっています。 

 

（27）就労支援に必要なこと 

 

就労支援に必要なことでは「職場の障がい者に対する理解」18.2％が最も多

く、以下「短時間勤務や勤務日数などの配慮」13.1％、「就労後のフォローな

ど職場と支援機関との連携」11.4％などとなっています。 
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３福祉サービス等の利用について 

 

（28）障害支援区分認定（※29）について 

 

障害支援区分認定では「受けていない」66.7％が最も多く、以下「区分 1」、

「区分 2」及び「区分５」が 2.7％、「区分３」、「区分 4」及び「区分 6」が

1.4％となっています。 



７９ 

（29）サービス利用について（18 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在利用しているでは「相談支援」17.6％が最も多く、以下「移動支援」

10.8％、「就労継続支援（A 型、B 型）」9.5％、「生活介護」8.1％などとなっ

ています。 

今後利用したいでは「相談支援」7.4％が最も多く、以下「福祉型短期入所（福

祉型ショートステイ）」5.7％、「医療型短期入所（医療型ショートステイ）」及

び「日中一時支援」が 5.2％などとなっています。 

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

同行援護

行動援護

生活介護

療養介護

福祉型短期入所（福祉型ショートステイ）

医療型短期入所（医療型ショートステイ）

共同生活援助（グループホーム）

施設入所支援

自立生活援助

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

相談支援

地域移行支援

地域定着支援

就労移行支援

就労継続支援（A型、B型）

就労定着支援

意思疎通支援事業

移動支援

地域活動支援センター

訪問入浴

日中一時支援

生活サポート事業
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（29）サービス利用について（18 歳未満） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在利用しているでは「放課後等デイサービス」33.9％が最も多く、以下「相

談支援」17.9％、「日中一時支援」及び 7.1％などとなっています。 

今後利用したいでは「放課後等デイサービス」10.0％が最も多く、以下「相

談支援」8.9％、「就労継続支援（A 型、B 型）」6.8％などとなっています。 

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

同行援護

行動援護

生活介護

療養介護

福祉型短期入所（福祉型ショートステイ）

医療型短期入所（医療型ショートステイ）

共同生活援助（グループホーム）

施設入所支援

自立生活援助

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

相談支援

地域移行支援

地域定着支援

就労移行支援

就労継続支援（A型、B型）

就労定着支援

意思疎通支援事業

移動支援

地域活動支援センター

訪問入浴

日中一時支援

生活サポート事業

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

医療型児童発達支援



８１ 

４相談相手について 

 

（30）相談相手 

 

相談相手では「家族や親せき」32.3％が最も多く、以下「かかりつけの医療

機関の医師や看護師」14.4％、「友人・知人」13.0％などとなっています。 

 

（31）福祉サービス等の情報収集 

 
福祉サービス等の情報収集では「村や県の広報誌やホームページ」16.6％が

最も多く、以下「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオ」15.1％、「家族や

親せき、友人・知人」14.2％などとなっています。
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５権利擁護について 

 

（32）差別や嫌な思い 

 

差別や嫌な思いでは「ない」56.5％が最も多く、以下「ある」17.0％、「少

しある」15.6％となっています。 

 

（33）どこで差別や嫌な思いをしたか 
 ※問 32 で「ある」「少しある」と選択した方のみ回答 

 

どこで差別や嫌な思いをしたかでは「学校や職場」30.4％が最も多く、以下

「スーパーや商店などの商業施設」及び「住んでいる地域」が 11.4％などとな

っています。



８３ 

（34）どのようなことがありましたか（自由記載） 

  記載省略 

 

（35）成年後見制度を知っていますか 

 

成年後見制度を知っていますかでは「名称も内容も知らない」31.3％が最も

多く、以下「名称も内容も知っている」30.6％、「名称を聞いたことがあるが、

内容は知らない」25.2％となっています。 

 

（36）成年後見制度を学びたいですか 

 

成年後見を学びたいですかでは「はい」23.8％、「いいえ」23.1％、「わから

ない」40.1％となっています。
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（37）成年後見制度の必要性 

 

成年後見制度の必要性では「わからない」41.5％が最も多く、以下「感じて

いる」25.9％、「感じていない」19.7％となっています。 

 

（38）成年後見制度の利用 

 

成年後見制度の利用では「わからない」42.9％が最も多く、以下「考えてい

ない」32.0％、「考えている」11.6％となっています。 



８５ 

６災害対策について 

 

（39）災害時の避難 

 

災害時の避難では「一人で避難できる」36.1％が最も多く、以下「介助者が

必要である」24.5％、「介助は不要だが同行者が必要である」23.1％などとな

っています。 

 

（40）近所の手助け 

 
近所の手助けでは「わからない」35.4％が最も多く、以下「いる」32.0％、

「いない」23.8％となっています。
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（41）災害時に困ること 

 

災害時に困ることでは「避難場所の設備（トイレなど）や生活環境が不安」

21.6％が最も多く、以下「治療や投薬が受けられない」20.4％、「安全なと

ころまで、一人で避難できない」18.3％となっています。 

 

（42）災害時の主な情報の入手方法（自由記載） 

テレビ、ラジオ、インターネット、SNS、村からのメール、有線放送、

防災無線など 

 



８７ 

７行政への要望について 

 

（43）今後必要な体制や仕組み 

 

今後必要な体制や仕組みでは「家族などの急な体調不良などに対応できる、

緊急時の受け入れ体制」17.6％が最も多く、以下「災害などが発生した時に障

がい児（者）が安心して過ごせる仕組み」13.8％、「移動手段の充実や移動に

係る経済的負担の軽減」12.5％などとなっています。 

 

（44）障がい福祉サービスや村の取組みに関する意見等（自由記載） 

   記載省略 
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【参考資料３】  南箕輪村の障がい者数の推移 

身体障がい者数                      （単位：人）  

平成29年度 （平成30年3月31日現在）
区分 合計

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 男 女
0～5歳 2 0 3 0 0 0 5 2 3

6～14歳 2 3 2 0 0 0 7 6 1
15～17歳 3 0 0 0 0 0 3 0 3
18～19歳 0 0 1 0 0 0 1 0 1
20～39歳 4 3 4 6 2 3 22 13 9
40～49歳 4 7 4 9 2 2 28 16 12
50～59歳 12 5 8 10 5 2 42 26 16
60～64歳 8 7 2 7 1 0 25 15 10
65～74歳 32 15 27 22 6 3 105 46 59

75歳～ 70 25 48 43 14 21 221 84 137
計 137 65 99 97 30 31 459 208 251

平成30年度 （平成31年3月31日現在）
区分 合計

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 男 女
0～5歳 2 0 3 0 0 0 5 2 3

6～14歳 2 4 2 0 0 0 8 7 1
15～17歳 3 0 0 0 0 0 3 0 3
18～19歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0
20～39歳 5 3 5 6 4 3 26 15 11
40～49歳 3 7 3 12 2 3 30 18 12
50～59歳 12 5 7 9 5 1 39 21 18
60～64歳 10 7 3 8 2 0 30 15 15
65～74歳 33 17 25 21 6 2 104 49 55

75歳～ 79 25 45 45 15 20 229 93 136
計 149 68 93 101 34 29 474 220 254

令和元年度 （令和2年3月31日現在）
区分 合計

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 男 女
0～5歳 0 0 1 1 0 0 2 1 1

6～14歳 2 2 5 0 0 0 9 8 1
15～17歳 1 0 0 0 0 0 1 0 1
18～19歳 2 0 0 0 0 0 2 0 2
20～39歳 3 4 6 3 4 2 22 13 9
40～49歳 4 5 3 10 0 2 24 14 10
50～59歳 13 5 7 8 5 1 39 23 16
60～64歳 12 4 4 7 2 0 29 12 17
65～74歳 29 16 21 19 3 2 90 46 44

75歳～ 68 28 50 46 10 20 222 91 131
計 134 64 97 94 24 27 440 208 232  



８９ 

 知的障がい者名簿登載数及び重症心身障がい者数        （単位：人） 

平成29年度 （平成30年3月31日現在）

区分 18歳未満 18歳以上 合計 備考

男 女 計 男 女 計 男 女 計

A1 10 4 14 25 8 33 35 12 47

(    2) (    2) (    1) (    2) (    3) (    3) (    2) (    5)

A2 0 0 0 1 1 2 1 1 2

B1 1 0 1 13 10 23 14 10 24

B2 12 5 17 27 12 39 39 17 56

合計 23 9 32 66 31 97 89 40 129

平成30年度 （平成31年3月31日現在）

区分 18歳未満 18歳以上 合計 備考

男 女 計 男 女 計 男 女 計

A1 9 4 13 25 9 34 34 13 47

(    6) (    3) (    9) (    5) (    1) (    6) (    11) (    4) (    15)

A2 0 0 0 1 1 2 1 1 2

B1 2 0 2 13 10 23 15 10 25

B2 16 5 21 27 15 42 43 20 63

合計 27 9 36 66 35 101 93 44 137

令和元年度 （令和２年３月31日現在）

区分 18歳未満 18歳以上 合計 備考

男 女 計 男 女 計 男 女 計

A1 8 3 11 25 11 36 33 14 47

(    6) (    2) (    8) (    4) (    2) (    6) (    10) (    4) (    14)

A2 0 0 0 1 1 1 0 1 1

B1 3 0 3 14 10 24 17 10 27

B2 14 8 22 32 15 47 46 23 69

合計 25 11 36 50 28 78 75 39 114
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精神障害者保健福祉手帳所持者数             （単位：人） 

平成29年度 （平成30年3月31日現在 ）

１級 ２級 ３級 計 男 女

0～5歳 0 0 0 0 0 0

6～14歳 0 0 0 0 0 0

15～17歳 0 2 0 2 0 2

18～19歳 1 0 0 1 0 1

20～39歳 21 25 6 52 24 28

40～49歳 16 14 4 34 14 20

50～59歳 15 7 0 22 10 12

60～64歳 6 4 0 10 7 3

65～74歳 7 4 1 12 10 2

75歳～ 4 2 0 6 3 3

平成30年度 （平成31年3月31日現在）

１級 ２級 ３級 計 男 女

0～5歳 0 0 0 0 0 0

6～14歳 0 0 0 0 0 0

15～17歳 0 1 0 1 0 1

18～19歳 1 2 0 3 1 2

20～39歳 20 30 7 57 24 33

40～49歳 15 21 5 41 18 23

50～59歳 19 8 2 29 16 13

60～64歳 4 3 0 7 5 2

65～74歳 12 6 1 19 14 5

75歳～ 6 1 0 7 4 3

令和元年度 （令和2年3月31日現在）

１級 ２級 ３級 計 男 女

0～5歳 0 0 0 0 0 0

6～14歳 0 0 0 0 0 0

15～17歳 0 1 0 1 0 1

18～19歳 1 0 0 1 0 1

20～39歳 18 37 4 59 24 35

40～49歳 16 19 5 40 17 23

50～59歳 17 11 2 30 17 13

60～64歳 6 3 0 9 7 2

65～74歳 12 4 1 17 12 5

75歳～ 7 1 0 8 3 5
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【参考資料４】 

            注釈一覧 

 

※1 自立支援医療精神通院医療 

心の病を抱え、通院による精神医療が継続的に必要な方に医療費を助成する

制度。医療費の９割が公費で補助され、自己負担上限額が設けられる。 

 

※2 インフォーマルサービス 

法律や制度に基づかない形で提供される福祉サービス。家族や地域による支

え合いやボランティアによる支援などがある。 

 

※3 ヘルプマーク  

義足や人工関節を使用している方、内部障がいや難病の方、 

または妊娠初期の方など、外見から分からなくても援助や配 

慮を必要としている方々が、周囲の方に配慮を必要としてい 

ることを知らせることができるマーク（JIS 規格）。 

 

※4 信州あいサポート運動 

県の事業で、誰もが多様な障がいの特性、障がいのある方への必要な配慮、

障がいの有無にかかわらずともに生きる社会のあり方などを理解して、障が

いのある方に対してちょっとした手助けや配慮を実施することにより、障が

いのある方が暮らしやすい地域社会（共生社会）をつくる取組み。 

 

※5 ユニバーサルデザイン 

可能な限り、すべての人々に利用しやすい環境設計と製品のデザインをいう。

バリアフリーとの違いは、バリアフリーはもともとあった障壁を取り除くこ

とに対して、ユニバーサルデザインは特別な調整をすることなく最初から取

り除かれている点にある。障がい者だけでなく、健常者にも便利な商品、環

境。 
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※6 信州パーキング・パーミット制度 

役場を中心に商業施設等に専用の駐車区画を設置することで、障がい者や高

齢者など移動に配慮が必要な方々が優先的に駐車できる制度。利用するため

には役場へ申請し、県内共通の利用証の交付を受ける必要がある。

 

※7 アクセシビリティ 

  パソコンやインターネット等の利用のしやすさを表す。パソコンやインター 

ネットは年齢や障がいの有無にかかわらず、誰もが簡単に利用できるような 

環境を整える必要があり、アクセシビリティとはその対応度を計る尺度とな 

るもの。 

  例えば、「画像や音声などには代替表現としてテキストによる注釈をつけ 

る。」「マウスの使用が困難な人向けにすべての操作をキーボードだけで行え 

るようにする。」「視覚障がいの人のための音声読み上げ機能をつける。」など 

といった方法がある。 

 

※8 ユニバーサルデザインフォント 

できるだけ多くの人が利用可能であるようなデザインを基本コンセプトとし

たデザインのことで、人が生活するうえで「使いやすさ、見やすさ」といっ

た細かい部分にも配慮・工夫したデザインフォントのこと。 
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※9 避難行動要支援者 

  高齢者・障がい者・乳幼児など災害時に配慮が必要な要配慮者のうち特に避

難時に支援が必要な者のこと。 

 

※10 合理的配慮 

障がいのある方が日常生活や社会生活を送る上で妨げとなる社会的障壁を

取り除くために、状況に応じて行われる配慮のこと。 

 

※11 成年後見制度 

障がい等により判断能力が不十分な人が不利益を被らないように、家庭裁判

所に申し立てて、支援する後見人を選任する制度。主な支援内容は重要な契

約事項等を支援する財産管理と身体監護。判断能力が不十分になる前に後見

人を自分で選ぶ任意後見制度もある。判断能力の度合いにより後見、保佐、

補助の３類型がある。 

 

※12 南箕輪村権利擁護ネットワーク連携協議会 

成年後見制度の利用促進や虐待対応に司法・医療・福祉の専門職と連携して

取り組むために発足させた協議会。構成員は弁護士・司法書士や医療関係者

など様々。それぞれの専門家の顔が見えるネットワークづくりをいちばんの

目的としている。 

 

※13 権利擁護ネットワーク上伊那全体協議会 

上伊那８市町村、８市町村社会福祉協議会、専門職団体の代表や裁判所等で

構成される、上伊那の権利擁護体制の構築について検討する協議会。広域的

な取組みが必要なものは、この協議会のなかで検討されます。 

 

※14 市民後見人 

弁護士や司法書士等の資格をもたないものの、成年後見に関する一定の知

識・態度を身に付けた、社会貢献への意欲や倫理観が高い一般市民による後

見人。 

 

※15 医療的ケア 

人工呼吸器の装着やたんの吸引、胃ろうによる栄養の注入などの医療行為を

行うこと。 
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※16 上伊那圏域地域自立支援協議会 

上伊那圏域の８市町村共同で設置した、当事者や家族、障がい福祉団体、学

校、病院、市町村等で構成する協議会。地域で暮らす障がい者が、さらに安

心してよりよい暮らしを実現するため、上伊那圏域における障がい福祉の方

向性や課題等を複数の専門部会を中心に協議している。 

 

※17 知っ得福祉サービス 

主に障害者手帳（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳）・

特定医療費（指定難病）受給者証・自立支援医療（精神通院）受給者証を取

得された方が受けられる支援情報をまとめてあります。毎年度 4 月に改訂を

行っている。 

 

※18 発達障がい 

現在では脳機能の障がいと考えられている。「ASD（自閉症スペクトラム）」、

「LD（学習障がい）」、「ADHD（注意欠如・多動性障がい）」等がある。 

 

※19 上伊那圏域障がい者総合支援センター 

  障がい者が地域で安心して暮らせるよう、福祉サービス・生活・就業等に関

する個別相談を行う施設。上伊那圏域の８市町村共同で設置。 

 

※20 いのちを支える南箕輪村自殺対策計画 

平成 28 年４月に、国の「改正自殺対策基本法」が施行され、各市町村に“生

きることの包括的な支援”を基本理念とした「市町村自殺対策計画」の策定

が義務づけられた。 

本村では「誰も自殺に追い込まれることのない南箕輪村」の実現を目指し、

平成 31 年 3 月に「南箕輪村自殺対策計画」を策定。本計画の推進期間は、

令和元年度（2019 年度）から令和５年度（2023 年度）までの５年間と

する。 

 

※21 こころの相談 

こころの健康問題や人間関係等で悩みを持つ方やそのご家族の相談に、予約

制で月１回、専門職（臨床心理士等）が相談に応じる。 
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※22 障害者優先調達推進法 

（国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関する法律） 

障がい者就労施設等からの物品等の調達を推進するため、障がい者就労施設

等の受注の機会を確保するために必要な事項等を定めることにより、障がい

者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図るもの。 

 

※23 SST  

ソーシャルスキルトレーニングの略。他者と良い関係を築き、社会に適応す

るために必要な能力を身につける訓練のことを指す。発達障がいのある子ど

もなどに対して効果があるとされ、学校や療育施設、病院などで取り入れら

れている。 

 

※24 成長ダイアリー 

環境が変わっても一貫した支援を受けられるようにするために、発達や成長

の経過等を記載していく、情報連携ファイル。自立支援協議会の療育部会で

作成され、平成 28 年度以降上伊那の市町村で導入が進んできている。お子

さんの得意なところや苦手なところを整理して、より良い子育て環境を整え

たり、 次のステージにつながる時にサポートして下さる方々と情報共有し、

お子さんの成長を見守るツール。 

 

※25 副学籍制度 

「副次的学籍制度」の略。“地域の子は地域で育てる”という理念のもと、

特別支援学校に在籍する児童・生徒が、居住地区の小学校・中学校（副学籍

校）にも学籍を置くこと。 

 

※26 子育て世代包括支援センター 

関係機関が連携しながら、母親の妊娠期から子どもが 18 歳（高校卒業年齢

相当）になるまでの子育て期において、切れ目のない支援を行う機関。 

 

※27 多機能拠点整備型・面的整備型 

「多機能拠点整備型」は、地域生活支援拠点に必要な５つの機能（①相談支 

援、②緊急時の受入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確保・養

成、⑤地域の体制づくり）を集約し、共同生活援助や障害者支援施設等に付

加した拠点の整備。一方、「面的整備型」は、地域における複数の機関が分

担して機能を担う体制の整備をいう。 
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※28 タイムケア事業 

家庭において介護を受けている障がい者が、あらかじめ登録しておいた介護

者（個人・団体）に介護を依頼することにより、障がい者の地域生活を支援

することを目的とする。 

 

※29 障害支援区分 

障がい福祉サービスを利用するときに、調査員が作成する認定調査書と医師

の意見書などを参考に、障害者介護給付認定審査会で決めるもの。区分 1

から 6 まであり、6 が最重度。 
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【参考資料５】 

南箕輪村福祉計画策定懇話会設置要綱 

平成10年11月30日 

告示第55号 

 

（設置） 

第１条 高齢者及び障がい者等の福祉計画の策定及び見直しに関する検討を行

うために、南箕輪村福祉計画策定懇話会（以下「策定懇話会」という。）を

設置する。 

（任務） 

第２条 策定懇話会は、次に掲げる事業を行う。 

(1) 介護保険事業計画の策定及び見直しに関すること。 

(2) 高齢者福祉計画の策定及び見直しに関すること。 

(3) 障がい者計画の策定及び見直しに関すること。 

(4) 障がい者福祉計画の策定及び見直しに関すること。 

(5) 障がい児福祉計画の策定及び見直しに関すること。 

(6) 地域福祉計画の策定及び見直しに関すること。 

(7) 前号までに掲げるもののほか、この目的を達成するために必要と認める

事業 

（組織） 

第３条 策定懇話会の委員は20人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる関係機関及び関係者の内から村長が任命する。 

(1) 南箕輪村議会 

(2) 南箕輪区長会 

(3) 南箕輪村公民館 

(4) 南箕輪村社会福祉協議会 

(5) 南箕輪村老人クラブ連合会 

(6) 南箕輪村民生児童委員協議会 

(7) 南箕輪村内医師の代表 

(8) 南箕輪村食生活改善推進協議会 

(9) 南箕輪村ボランティア連絡協議会 

(10) 南箕輪村身体障害者福祉協会 

(11) 南箕輪村知的障害者育成会 

(12) 南箕輪村赤十字奉仕団 

(13) JA上伊那 
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(14) 南箕輪村商工会 

(15) その他村長が必要と認めた者 

（任期） 

第４条 策定懇話会委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、任期は、現に行っている第２条に規定する計画

の策定又は見直しが終了するまで延長することができるものとする。 

（会長） 

第５条 策定懇話会に会長をおき、委員が互選する。 

２ 会長は会務を総理し、策定懇話会を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、会長があらかじめ指定した委員が職務を代理する。 

（会議） 

第６条 策定懇話会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

（部会） 

第７条 策定懇話会に部会を置くことができる。 

２ 部会に属する委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員が互選する。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故あるときは、部会長があらかじめ指定した委員が職務を代理

する。 

（庶務） 

第８条 策定懇話会の庶務は、健康福祉課が行う。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、策定懇話会の運営に必要な事項は別に

定める。 
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南箕輪村福祉計画策定懇話会委員名簿 

 

任期：令和２年10月１日～令和４年９月30日 

 氏   名 所属団体等 部  会 

会長 金井  健 南箕輪村社会福祉協議会会長 障がい者福祉部会 

部会長 三澤 澄子 南箕輪村議会議員 高齢者福祉・介護保険部会 

部会長 有賀 一夫 南箕輪村手をつなぐ育成会代表 障がい者福祉部会 

委員 出羽澤 哲夫 南箕輪村区長会 高齢者福祉・介護保険部会 

〃 倉田 健郎 南箕輪村公民館長 障がい者福祉部会 

〃 北原 敏男 南箕輪村老人クラブ連合会会長 高齢者福祉・介護保険部会 

〃 森本  清 南箕輪村民生児童委員協議会 高齢者福祉・介護保険部会 

〃 原 千香子 南箕輪村民生児童委員協議会 障がい者福祉部会 

〃 髙原 健治 南箕輪村医師の代表 高齢者福祉・介護保険部会 

〃 入戸 幸子 南箕輪村食生活改善推進協議会会長 高齢者福祉・介護保険部会 

〃 山崎 ちふゆ 南箕輪村ボランティア連絡協議会会長 障がい者福祉部会 

〃 孕石 勝市 南箕輪村身体障がい者福祉協会会長 障がい者福祉部会 

〃 有賀 春美 南箕輪村赤十字奉仕団委員長 高齢者福祉・介護保険部会 

〃 山本 ゆかり ＪＡ上伊那南箕輪支所長 障がい者福祉部会 

〃 倉田 明彦 南箕輪村商工会事務局長 高齢者福祉・介護保険部会 

〃 笹沼 美保 公募委員 障がい者福祉部会 





  

 

「南箕輪村イメージキャラクターまっくん」 


